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Navigating uncertainty
CIO（最高情報責任者）の仕事に変化はつきものです。1950年代に商用コンピューターが
登場して以来、テクノロジー業界は常に変化を続け、そのたびに数多くの新しいチャンスと
課題がもたらされてきました。

今年のCIO調査では、こうした変化が過去に前例のない大きさになっており、しかも予測不
可能になっている、という声が各国のITリーダーたちから寄せられました。

ここ数年、多くの欧米諸国が政治情勢の変化に伴う激震に見舞われています。そして今年
の調査によると、さらに急激な政治的・経済的な変化が、アジア太平洋地域を中心に進行
していることがうかがえます。また、競合する企業同士が、いわゆる「ビジネスエコシステム」
を形成し、連携を進めています。さらにデータアナリティクスやクラウド、オートメーションの
分野がこれほど目覚ましい進歩を遂げることをどれだけの人が予測できたでしょうか。

未来を予測することは難しいかもしれませんが、多くのITリーダーたちがこの不確実性を
チャンスに変えようとしていることは間違いありません。彼らは、自社組織の機動性を高め、
デジタル化を推進し、予測のつかない変化の中で舵取りをしながら、不確実性に満ちた世
界で自社が躍進するための原動力になっています。中にはさらに一歩踏み込んで、周到な
計画に基づく新たなイノベーションに打って出たり、意外な分野のスキルや才能の活用を
模索するなど、不確実性を探し求め、積極的に向き合おうとする動きもあります。

今年のHarvey Nash／KPMG CIO調査は、こうした重大な変化に焦点を当てています。
4,498名のITリーダーの声を盛り込んだ今年の調査は、ITリーダーを対象とした調査として
は過去最大規模を誇ります。経営陣の優先課題からビジネスリレーションシップ、キャリア
に至るまで、急速に変化する事業環境で成功を収めるための貴重な知見と指針を提供し
ます。

Harvey Nash／KPMG CIO調査ならではの知見が、この不確実な世界における組織運営、
そしてキャリア形成の羅針盤として皆様のお役に立てることを願っています。

Albert Ellis, ACA CA（SA）
Harvey Nashグループ
最高経営責任者

Lisa Heneghan
KPMGインターナショナル
マネジメントコンサルティング
テクノロジー部門 
グローバル統括

2017年度CIO調査について

Harvey Nash／KPMG 2017年度CIO調査は、世界最大規模の
回答者数を誇るITリーダーを対象とした調査です。世界86ヵ国、
総勢4,498名のC I Oおよびテクノロ ジーリーダーを対象に、
2016年12月19日から2017年4月3日にかけて調査を実施しました。
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CIO調査図解 

2017年度レポートの主要データ

不確実な時代の羅針盤

海図なき時代の舵取り

エグゼクティブサマリー

Harvey Nash社のDr. Jonathan Mitchell
による論説

目次
Harvey Nash／KPMG CIO調査は、世界最大規模の回答者数を誇るITリーダーを対象とした調査です。20年近くにわたり、

経営陣の優先課題からテクノロジー戦略、キャリアに至るまで、テクノロジーリーダーにとって重要な諸問題を調査しています。

www.hnkpmgciosurvey.com

CIO調査全体の結果

CIOの優先課題
激動の時代に求められる一貫性と安定性の改善に向けた取組み／
ITリーダーの影響力の高まり

人材、スキル、能力
人材不足への課題感は依然として継続／女性ITリーダーの登用は頭打ち

デジタル化への対応
過去最多の企業がデジタル戦略を提唱／デジタル化を推進する企業の成果

テクノロジーの管理
オートメーションからロボティクスへ／アウトソーシングからクラウドへ

CIOのキャリア
世界のITリーダーたちのキャリア志向と充実度

スペシャルレポート：

「デジタルリーダーとは」 - KPMG

地域・国別比較一覧表

主要データに関する世界28ヵ国の比較

スペシャルレポート：

「再編が進むデジタルエコシステムの
ビジネスモデル－行動するのは今」 - MIT CISR
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KPMG米国テクノロジーグローバル
センターオブエクセレンスのMarc E. 
Snyderによるデジタルリーダー像の
考察

マサチューセッツ工科大学情報システム
研究センター（MIT CISR）のStephanie L. 
Woerner氏とPeter Weill氏によるデジタ
ルエコノミーの4つのビジネスモデルに関
する解説
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デジタル化への対応

ITの管理

CIOのキャリア

CIOの優先課題
変化への対応

政治・ビジネス・経済の変化への対応策トップ3

が政治、ビジネス、経済環境の予測は
困難になってきていると回答

機動性に優れた
テクノロジー

プラットフォームの構築
52%

限られた
予算内での

取組み
49%

サイバー
セキュリティ

への投資
45%

不確実な時代にはITリーダーの優先課題に変化が生じる傾向が高まる

昨年よりも重要度が
上昇した項目：
安定的かつ一貫性のあるITの提供 
‒21%増
革新的な新製品・サービスの開発
‒21%増
コスト削減 ‒8%増
オペレーションの効率性向上 
‒7%増

昨年よりも重要度が
低下した項目：
顧客・見込顧客とのエンゲージメントの
強化 ‒18%減
プロジェクト成功率の改善 ‒11%減

人材、スキル、能力

ここ数年、10人中6人が、技術スキルが不足してい
ると回答。2017年（62%）、2016年（65%）、2015年（59%）、
2014年（60%）　

特に不足しているスキル：
ビッグデータ／分析 （42%） 
‒ 特に大規模組織で不足
ビジネスアナリシス （34%） 
‒ 特に小規模組織で不足
エンタープライズアーキテクチャ （34%） 
‒ 不足を訴える声が急増 ‒ 前年から26%増

女性ITリーダーの登用は
横ばい

 2017

ただし回答した組織の35% が
ダイバーシティ推進の取組み
を整備
整備状況は組織の規模により
大きく異なる：

（28%）　小規模組織
（51%）　中規模組織
（72%）　大規模組織

女性登用の遅れにもかかわら
ず、昇給した女性の割合は男性
を上回る （42%対32%）

シニアITリーダー
の9%が女性。前
年から横ばいで
推移

デジタルイノベーション推進策トップ3

CIOの過半数（58%）は5年以内の
転職を考えている

大規模組織のCIOの28%が今
年中の転職を希望、小規模組織で
は20%

今年中に転職する見通しが最も
高いのは慈善事業／非営利団体
のCIOであり、34%が転職を希望

CIOの満足度は2015年から18%上昇。
過去3年で最高を記録（39%が非常に満足
していると回答）

経営幹部に名を連ねるCIOの44%が過去最
高の満足度を記録

非営利団体のCIOの満足度は12%低下
（キャリアの不安定さによるものと推察される）

昨年基本給がアップしたCIOは33%、 
62%は給与据え置き

回答者総数：

4,498
64%

アジア太平洋
68%中南米 

64%

欧州 
63%北米

56%

地域によってスキル不足の度合いにばらつき

全社的なデジタル戦略を掲げる組織の割合
は過去3年で52%増加
2017年：41%、2016年：35%、2015年：27%

回答した組織の4分の1 （25%） がチーフデジタルオフィサー（CDO）を設置
2017年：25%、2016年：18%、2015年：17%、2014年：7%

1
イノベーション
に費やす時間
の増加
 54%

2
先進的な組織
（学術機関な

ど）との連携
52%

3
イノベーション

の予算を別枠で
確保
31%

ITリーダーが考える俊敏性と即応性の改善策
トップ3

1

アジャイル方式の
導入
28%

2

外部ソリューショ
ン（「クラウドサー
ビス」等）の導入

19%

3

ITの多様化による
異なるアプローチ

の採用
15%

デジタル化の最大の阻害要因は変革に対す
る抵抗 （43%）
予算不足を主な問題点に挙げたのはわずか
25%

ITリーダーの34%がすでに
デジタルレイバーに投資また
は2017年中に投資を予定

大規模組織の回答者の62%
がデジタルレイバーに投資。他
方、小規模組織では27%

27%がデジタルレイバーは
品質改善に最も効果的である
と回答。効率性を評価（24%）を
上回る

深刻なサイバー攻撃にさらされた組織の割合は
過去4年で確実に増加
2017年：32%、2016年：28%、2015年：25%、2014年：22%

IT 予算は増加傾向
79%が今年の予算は現状維持または増加と回答。IT予算が減少
したと答えたITリーダーは5人に1人のみ （21%） 
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上回る

深刻なサイバー攻撃にさらされた組織の割合は
過去4年で確実に増加
2017年：32%、2016年：28%、2015年：25%、2014年：22%

IT 予算は増加傾向
79%が今年の予算は現状維持または増加と回答。IT予算が減少
したと答えたITリーダーは5人に1人のみ （21%） 

1 2 3

デジタル化への対応

ITの管理

CIOのキャリア

CIOの優先課題
変化への対応

政治・ビジネス・経済の変化への対応策トップ3

が政治、ビジネス、経済環境の予測は
困難になってきていると回答

機動性に優れた
テクノロジー

プラットフォームの構築
52%

限られた
予算内での

取組み
49%

サイバー
セキュリティ

への投資
45%

不確実な時代にはITリーダーの優先課題に変化が生じる傾向が高まる

昨年よりも重要度が
上昇した項目：
安定的かつ一貫性のあるITの提供 
‒21%増
革新的な新製品・サービスの開発
‒21%増
コスト削減 ‒8%増
オペレーションの効率性向上 
‒7%増

昨年よりも重要度が
低下した項目：
顧客・見込顧客とのエンゲージメントの
強化 ‒18%減
プロジェクト成功率の改善 ‒11%減

人材、スキル、能力

ここ数年、10人中6人が、技術スキルが不足してい
ると回答。2017年（62%）、2016年（65%）、2015年（59%）、
2014年（60%）　

特に不足しているスキル：
ビッグデータ／分析 （42%） 
‒ 特に大規模組織で不足
ビジネスアナリシス （34%） 
‒ 特に小規模組織で不足
エンタープライズアーキテクチャ （34%） 
‒ 不足を訴える声が急増 ‒ 前年から26%増

女性ITリーダーの登用は
横ばい

 2017

ただし回答した組織の35% が
ダイバーシティ推進の取組み
を整備
整備状況は組織の規模により
大きく異なる：

（28%）　小規模組織
（51%）　中規模組織
（72%）　大規模組織

女性登用の遅れにもかかわら
ず、昇給した女性の割合は男性
を上回る （42%対32%）

シニアITリーダー
の9%が女性。前
年から横ばいで
推移

デジタルイノベーション推進策トップ3

CIOの過半数（58%）は5年以内の
転職を考えている

大規模組織のCIOの28%が今
年中の転職を希望、小規模組織で
は20%

今年中に転職する見通しが最も
高いのは慈善事業／非営利団体
のCIOであり、34%が転職を希望

CIOの満足度は2015年から18%上昇。
過去3年で最高を記録（39%が非常に満足
していると回答）

経営幹部に名を連ねるCIOの44%が過去最
高の満足度を記録

非営利団体のCIOの満足度は12%低下
（キャリアの不安定さによるものと推察される）

昨年基本給がアップしたCIOは33%、 
62%は給与据え置き

回答者総数：

4,498
64%

アジア太平洋
68%中南米 

64%

欧州 
63%北米

56%

地域によってスキル不足の度合いにばらつき

全社的なデジタル戦略を掲げる組織の割合
は過去3年で52%増加
2017年：41%、2016年：35%、2015年：27%

回答した組織の4分の1 （25%） がチーフデジタルオフィサー（CDO）を設置
2017年：25%、2016年：18%、2015年：17%、2014年：7%

1
イノベーション
に費やす時間
の増加
 54%

2
先進的な組織
（学術機関な

ど）との連携
52%

3
イノベーション

の予算を別枠で
確保
31%

ITリーダーが考える俊敏性と即応性の改善策
トップ3

1

アジャイル方式の
導入
28%

2

外部ソリューショ
ン（「クラウドサー
ビス」等）の導入

19%

3

ITの多様化による
異なるアプローチ

の採用
15%

デジタル化の最大の阻害要因は変革に対す
る抵抗 （43%）
予算不足を主な問題点に挙げたのはわずか
25%

ITリーダーの34%がすでに
デジタルレイバーに投資また
は2017年中に投資を予定

大規模組織の回答者の62%
がデジタルレイバーに投資。他
方、小規模組織では27%

27%がデジタルレイバーは
品質改善に最も効果的である
と回答。効率性を評価（24%）を
上回る

深刻なサイバー攻撃にさらされた組織の割合は
過去4年で確実に増加
2017年：32%、2016年：28%、2015年：25%、2014年：22%

IT 予算は増加傾向
79%が今年の予算は現状維持または増加と回答。IT予算が減少
したと答えたITリーダーは5人に1人のみ （21%） 

1 2 3
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エグゼクティブサマリー
本年度の眺望
昨年は、リーマンショック後
の緩やかで安定した回復傾
向が継続するという見方が
大勢を占め、誰もが経済成
長の加速を期待していまし
た。しかし、この予想は大き
く外れ、過去に例を見ない
急激な環境変化の年となり
ました。しかし、こうした状
況下においても、数多の危
機を乗り越えてきたCIOた
ちは冷静に、かつ着実に行
動しました。私たちの調査

では、多くのCIOが事態を静観しつつ、水面下で慎重に対策を進
めていることが明らかになりました。予期せぬ事態に備えて機
動性に優れたテクノロジープラットフォームを構築するという回
答が半数以上を占めました。また多くのCIOが信頼のおける長
年の取引先との仕事を増やす予定であると回答しており、変化
の時代には何よりも人とのつながりを重要視していることがう
かがえました。

ITの安定性への回帰
オペレーション上の優先課題に関する問いでは、「安定的かつ
一貫性のあるITの提供」という回答がトップに躍り出ました。小
規模の会社ほどこの分野に重点を置く傾向はあるものの、業種
ごとに興味深い差が見られました。金融サービス、政府機関、公
益事業、小売業では優先課題の一番に安定性が挙げられてい
ますが、製造、建設、教育の分野では、業務プロセスの改善が最
優先に位置づけられています。これに対し、放送／メディア業界
ではデジタルディスラプション（デジタル時代の創造的破壊）が
事業に劇的な変化をもたらすと目されており、新製品・サービス
の開発および収益の拡大が目下の最優先課題となっています。

高まり続けるCIOの戦略的影響力
ここ数年CIOの影響力はますます高まりつつありますが、この傾
向は今年も続いており、今年の調査では10人中7人以上が「CIO
の影響力は増大している」と回答しています。また自社の経営
会議に出席するCIOの割合は2005年時点でわずか38%にとど
まっていましたが、今年は62%にまで増加しています。経営の第
一線で活躍するITリーダーも増えており、4分の3以上が過去1
年以内に経営会議に出席した、と回答しています。会議では、IT
戦略、テクノロジー投資、デジタルトランスフォーメーション、そ
して常に悩ましい問題であるサイバーセキュリティなどのトピッ
クがよく取り上げられています。このように、ITリーダーの存在感
が増してきたことが、多くのCIOが自社組織の改革における主
導的な役割を担うようになった背景にあると推察されます。

プロジェクト成功率は依然低迷
昨年の調査では、プロジェクト成功率の低下がみられました。
プロジェクトが複雑化する中で、革新的なデジタルプロジェクト
を急速に進めなければならないプレッシャーが成功率低下の
主たる要因になっていると推察されました。そこで今年の調査
では、何が問題になっているのかを尋ねたところ、当事者意識
の欠如、危機感の不足、目的の曖昧さが回答の上位を占め、次
いで能力不足、ガバナンスの不備、複雑性といった点が挙げら
れました。一方でプロジェクト失敗の原因にITサプライチェーン
を挙げた回答者はわずか7%に過ぎず、サプライヤーにとっては
喜ばしい結果となりました。

スキル不足も依然継続
過去4年の調査では、毎回、回答者の約60%がスキル不足を課
題に挙げています。回答者の5人に4人が繰り返しスキル不足を
訴えていたリーマンショック以前の好況期とはまったく異なる結
果です。これがニューノーマル時代の流れなのでしょうか。今最
も求められているのは、ビッグデータ／分析、ビジネスアナリシ
ス、エンタープライズアーキテクチャのスキルです。今年の調査
では、数年間の低迷期を経て求められるスキルの上位にアーキ
テクチャが返り咲きました。複雑化するプロジェクトに対し、多
くの組織が悪戦苦闘していることと関連があるのかもしれませ
ん。ジェンダーダイバーシティについては、ほとんど進展は見ら
れませんでした。昨年は改善傾向が見られたものの、今年は再
び停滞してしまったようです。ITリーダーの3分の1がダイバーシ
ティ推進の取組みを整備しているにもかかわらず、過去5年間
の成果は芳しいものとは言えず、女性のITリーダーの割合はわ
ずか10%にとどまっています。

CDOを設置する企業が再び増加
回 答を寄 せた組 織の4 分の1 がチーフデジタルオフィサー

（CDO）の役職を設けていました。昨年は予想されたほどの増
加が見られませんでしたが、今年はCDOの役職者が増え、3年
前と比べてその数は3倍に達しています。特にCDO設置率が高
いのが放送／メディアおよび広告業界で、これに対して製造、エ
ネルギー、公益事業、教育の分野は低水準にとどまっています。
また企業規模によっても差があり、大企業の半数以上がCDO
職を設置しているのに対し、IT予算が5千万ドル未満の企業で
CDOの導入に踏み切った企業はわずか5分の1に過ぎませんで
した。

クラウドに対する期待の高まり
今年の調査では、クラウド技術に対して非常に前向きなフィー
ドバックが寄せられました。クラウド技術は多くの回答者を魅了
しているようです。大規模組織の多くはクラウド技術のメリット
としてコスト削減効果と即応性を挙げ、中小規模の組織は安定
性と使いやすさ、そしてクラウドソリューションの拡張性を高く
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評価すると回答しています。クラウドモデルは業界が成熟しつつ
あることを示す良い例であると私たちは考えています。サプライ
ヤーが安定した柔軟なソリューションを提供する一方で、顧客
は自前のIT環境に固執しなくなってきており、このことがクラウ
ドの利用を一層加速させています。

サイバー犯罪の増加
今回もこれまでと同様に、サイバーセキュリティに不安があると
いう声が数多く聞かれ、サイバー攻撃への備えは万全であると
した回答者はわずか5人に1人にとどまりました。十分なセキュ
リティ対策を施したつもりでいても、ハッカーはやすやすとシス
テムに侵入し、ITリーダーを連日連夜悩ませています。昨年の調
査では「サーバー攻撃がどこから来ているか」という問いに対し
ては、「組織的サイバー犯罪」という回答が最も多く、次に「アマ
チュアハッカー」という回答が続きました。今年の調査でもこの
順位に変わりはありませんでしたが、「内部関係者」を挙げた回
答者が昨年よりも増加しました。グローバル全体で見ると、過去
2年間に深刻なセキュリティ事故に直面したという回答は3分の
1未満にとどまりましたが、大手企業になるほどリスクが高くな
る傾向があり、半数以上が最近サイバー攻撃を受けたと回答し
ています。特にハッカーに狙われやすいのが公益事業と政府機
関で、次いで教育、通信、製薬と続きます。

ロボットの隆盛
今年の調査ではロボティクスとデジタルレイバーについても質
問しました。ITリーダーたちがこの分野に本格的な投資を始め
ていると聞いていたからです。「ビッグデータ」の課題に対応す
るには、ロボティクスと機械学習、そして先進的アナリティクス
の一体化が有効であることは確かであり、非常に高い効果を期
待しているという回答が4分の1を占めました。コグニティブ（認
知）オートメーションなどの技術は、RPA（ロボティック・プロセ
ス・オートメーション）とともに、ますます多くの組織から投資を
呼び込んでいるようです。ロボットの時代は確実に近づいている
と言えそうです。

アウトソーシング志向は依然継続
アウトソーシングは依然どの組織にとっても大きな関心事と
なっています。回答者の約半数がアウトソーシングの強化を予
定しており、10人中約4人がオフショアを拡大したいと答えてい
ます。この数字はここ数年ほぼ横ばいで推移しています。ITリー
ダーたちは、社内のリソースを確保しておきながら、新しいスキ
ルを外部から調達してコスト削減に努めたいと話します。特に
アウトソーシングの需要が高い分野がアプリケーション開発で、
次にインフラストラクチャとソフトウェア保守が続きます。

CIOの仕事に対する充実感は向上
自分の仕事に「非常に満足している」と答えたCIOの割合は過
去3年で最高に達しました。ここ数年、「概ね満足している」より
も「非常に満足している」と回答するCIOが徐々に増えてきまし
たが、これにはいくつもの然るべき理由があります。ITリーダー
の10人中8人以上が、予算が安定的に割り当てられている、あ
るいは増加していると答えています。中でも経営会議に参画し
ているITリーダーは特別満足度が高く、戦略的影響力を有する
仕事は満足度の向上に寄与するようです。業種別に見ると、今
年の調査で最もCIOの満足度が高かったのはエネルギー、専門
サービス、教育の分野で、10人中9人近くが仕事が充実してい
る、と口を揃えています。

Dr. Jonathan Mitchell
Harvey Nash
非常勤理事、グローバルCIOプラクティス
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状況の変化
64%が政治、ビジネス、
経済環境の予測は困難に

なっていると回答

複雑化する
プロジェクト

61%が、5年前と比べてプロ
ジェクトは複雑化していると
回答。58% がプロジェクトは

大がかりなものになって
いると回答

デジタル化に向けた
青写真の欠如

88%が自社のデジタル
戦略を事業に活かしきれて

いないと感じている 

高まる
サイバー攻撃の脅威 

過去4年間で深刻なサイバー
攻撃が45%増加

（22%から32%へ）

先行き不透明
25%が3年以上の長期計
画の立案を控えると回答
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イノベーションの
推進

54% がイノベーション
推進のために人材と

時間を重点投入

デジタル化
への取組み

全社的なデジタル戦略を
有する企業は過去2年間で

52% 増加
 （27%から41%へ）

「ナビゲーター」
としてのCIO

71% がCIOの戦略的影
響力は増していると回答。
直近の四半期には68%が

主要な経営会議に出席

機動力の強化
52% が変化に対応する

ために機動性に優れた
プラットフォームを構築

安定性の重視
63% が基本、すなわち

「安定的なITプラット
フォームの提供」を重視
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激動の時代においてITリーダーには安定性と一貫性を担保する取組みの強化が求められる

 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年
過去1年間の

増減
安定的かつ一貫性のあるITの提供 70% 59% 57% 52% 63% 21%
オペレーションの効率性向上 68% 63% 61% 58% 62% 7%
業務プロセスの改善 60% 60% 58% 57% 59% 3%
コスト削減 71% 57% 54% 50% 54% 8%
革新的な新製品・サービスの開発 51% 41% 41% 42% 51% 21%
ビジネスインテリジェンス・アナリティクスの提供 48% 41% 47% 46% 46% 0%
事業変革の促進 53% 51% 48% 43% 42% -2%
収益の拡大 42% 45% 42% 40% 40% 0%
サイバーセキュリティ 2016年 新規追加 41% 40% -2%
オペレーショナルリスクの管理とコンプライアンス 41% 40% 39% 36% 34% -6%
顧客・見込顧客とのエンゲージメントの強化 33% 36% 38% 38% 31% -18%
プロジェクト成功率の改善 36% 30% 29% 26% 23% -11%
製品（商品）の市場投入までの時間短縮 31% 29% 30% 26% 23% -11%
新たなビジネスモデルによる競争優位性の確保 26% 23% 24% 24% 22% -8%
モバイルコマースの促進 33% 24% 22% 19% 19% 0%
M&Aによるシナジー効果の創出 17% 17% 15% 13% 11% -15%
ソーシャルメディアプラットフォームへの投資 N/A 10% 9% 7% 7% 0%
持続的なグリーンITの実現 9% 9% 8% 7% 6% -14%
ソーシャルメディアテクノロジーによるレピュテーション・マネジメント 14% 8% 9% 7% 5% -29%

表1：経営陣がITリーダーに対応を求める主要なビジネス上の課題は何だと思いますか？

1.1 オペレーション上の優先課題
この数年で起こった、政治、経済、テクノロジーの劇的な変化は
人々の予想をはるかに越えたものでした。時代が不確実性を増
すに従ってITリーダーの優先課題にも変化が現れるようです。
昨年の調査では「安定的かつ一貫性のあるITの提供」がランク
を下げた一方で、「顧客とのエンゲージメント」が優先課題の上
位に浮上し、ITリーダーが複雑なオペレーション環境を管理す
るという難題を解決したかに見えました。ところが今年の調査

では、「安定的かつ一貫性のあるITの提供」が再びトップに返り
咲くとともに、「革新的な新製品・サービスの開発」の必要性を
課題に挙げた回答者が大幅に増加しました。つまりITリーダー
は、前例のないレベルの技術革新の中で、リスクを覚悟で業務
プロセスの改革を断行すると同時に、新たに構築したシステム
の性能および信頼性を確実なものにしなくてはならないという
難しい局面に立たされているということです。

Chart 8: Does the skills shortage prevent your organisation from 
keeping up with the pace of change? 2005 - 2014
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サイバーセキュリティや関連す
るリスクは、企業にとってます
ます大きな課題になっていま
す。背景にあるのは、テクノロ
ジーがグローバル化し、多くの
企業にとって技術こそが他社
との差別化の決め手になって
いるという事実です。サイバー
攻撃者たちにたった一度の隙
を与えるだけで、深刻な被害
を被るのです。

私たちは2ケタ成長を達成する一
方で、ユーザーやクライアントの
デジタル体験に合わせてITモデ
ルを全面的に転換させようとして
います。そのためには、ITチーム
はもちろん、ベンダーからビジネ
スエリアに至るまで、発想の転換
が求められます。当面は新モデル
と旧モデルが併存するため、この
動きがしっかりと定着するまでは
慎重に進めなくてはなりません。

優れた技術力をフルに活用し
今後10年以上にわたってビジ
ネスバリューを提供するため
に、適正な環境を整備するこ
とです。個人的には、多様な能
力の真価が認められ、人材が
育成される環境、1人ひとりが
個人的なニーズ（家庭や仕事）
を自己管理できる環境、そして

「何をどのように」ということが
「いつ、どこで」ということより

もはるかに重要視される環境
を実現したいと思っています。

あなたが夜も寝ないで考える一番の課題は何ですか？

Triona O’Keeffe氏
ダイレクトライン
グループ
CIO
イギリス

Christian H A Reis氏
VLI マルチモーダル
S/A
CIO
ブラジル

Fidelma Russo氏
アイアンマウンテン
CIO
アメリカ
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組織の規模とオペレーション上の優先課題
中小規模の組織のITリーダーは、大規模組織よりも「安定的かつ一貫性のあるITの提供」により多くの時間を割く傾向があります。
これは中小規模の組織は大規模組織ほど政治・経済環境の変化に左右されないことが背景にあるものと思われます。大規模組織
のITリーダーにとっては、安定的なシステムよりも、コスト削減や効率改善などの通常業務の方が重要度が高いようです。一方、中
規模組織の回答者は事業変革の促進を重視しています。

2017年の優先課題は組織規模によって顕著な相違

順位 IT予算
5千万ドル未満

IT予算
5千万ドル～2億5千万ドル

IT予算
2億5千万ドル超

1 安定的かつ一貫性のあるITの提供
（63%）

安定的かつ一貫性のあるITの提供
（68%）

コスト削減
（65%）

2 オペレーションの効率性向上
（63%）

オペレーションの効率性向上
（63%）

オペレーションの効率性向上
（60%）

3 業務プロセスの改善
（62%）

コスト削減
（61%）

安定的かつ一貫性のあるITの提供
（57%）

4 コスト削減
（52%）

革新的な新製品・サービスの開発
（56%）

革新的な新製品・サービスの開発
（53%）

5 革新的な新製品・サービスの開発
（50%）

事業変革の促進
（53%）

ビジネスインテリジェンス・
アナリティクスの提供（47%）

表2：経営陣がITリーダーに対応を求める主要なビジネス上の課題は何だと思いますか？ （IT予算規模別）

業種別の違いでは、予想通りの結果もあればそうではないものもありました。金融サービス、政府機関、公益事業、小売が「安定的
なIT」を一番の課題に挙げたことや、ヘルスケアで「アナリティクス」が優先課題に挙がったことは予想通りの結果と言えます。ヘル
スケア業界では10年以上も前からアナリティクスが優先課題として掲げられています。一方、放送／メディア業界は他の業界とは
一線を画し、収益に直結するイノベーションを目指して突き進んでいます。おそらくデジタルディスラプションの影響でコストをかけ
ずに収益を上げることが優先事項になっていると言えそうです。

メディア業界とテクノロジー業界を例外として、ITリーダーの優先課題の上位は多くの業種に共通

優先順位1位 優先順位2位 優先順位3位

広告 オペレーションの効率性向上 業務プロセスの改善 革新的な新製品・サービスの開発
放送／メディア 革新的な新製品・サービスの開発 収益の拡大 コスト削減
慈善事業／非営利団体 オペレーションの効率性向上 業務プロセスの改善 安定的かつ一貫性のあるITの提供
建設／エンジニアリング 業務プロセスの改善 安定的かつ一貫性のあるITの提供 オペレーションの効率性向上
教育 業務プロセスの改善 安定的かつ一貫性のあるITの提供 オペレーションの効率性向上
エネルギー オペレーションの効率性向上 コスト削減 業務プロセスの改善
金融サービス 安定的かつ一貫性のあるITの提供 コスト削減 革新的な新製品・サービスの開発
政府機関 安定的かつ一貫性のあるITの提供 オペレーションの効率性向上 業務プロセスの改善
ヘルスケア オペレーションの効率性向上 安定的かつ一貫性のあるITの提供 ビジネスインテリジェンス・アナリティクス
レジャー 安定的かつ一貫性のあるITの提供 オペレーションの効率性向上 ビジネスインテリジェンス・アナリティクス
製造 業務プロセスの改善 オペレーションの効率性向上 安定的かつ一貫性のあるITの提供
製薬 オペレーションの効率性向上 業務プロセスの改善 安定的かつ一貫性のあるITの提供
専門サービス オペレーションの効率性向上 業務プロセスの改善 革新的な新製品・サービスの開発
小売 安定的かつ一貫性のあるITの提供 オペレーションの効率性向上 業務プロセスの改善
テクノロジー 革新的な新製品・サービスの開発 安定的かつ一貫性のあるITの提供 収益の拡大
通信 コスト削減 安定的かつ一貫性のあるITの提供 革新的な新製品・サービスの開発
公益事業 安定的かつ一貫性のあるITの提供 コスト削減 オペレーションの効率性向上

表3：経営陣がITリーダーに対応を求める主要なビジネス上の課題は何だと思いますか？ （業種別）
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先行きの不透明感を受けて約3分の2の回答者が
テクノロジー計画を変更

先の読めない時代で成功を収めるために、どの業種でも大半の
IT リーダーが積極的に計画を修正

グラフ1：世界規模で政治、ビジネス、経済の先行きが不透明になる中で、環
境変化の影響により自社組織のテクノロジー戦略や計画の適応を余儀なく
されましたか？

グラフ2：世界規模で政治、ビジネス、経済の先行きが不透明になる中で、環
境変化の影響により自社組織のテクノロジー戦略や計画の適応を余儀なく
されましたか？ （地域別の「そう思う」と答えた回答者の割合）

変化への対応
回答者の約3分の2（64%）が、政治、ビジネス、
経済環境の先行きが不透明感を増しているた
めにテクノロジー戦略や計画の変更を余儀な
くされている、と回答しています。英国のEU離
脱、米国のトランプ大統領の誕生、そして新た
な先行き不透明の時代がITリーダーに影響を
及ぼしています。しかしながら、ITリーダーの多
くは先の読めない環境に対してかなり楽観的
な見方をしていることが、今年の調査から明ら
かになっています。

アジア 太 平 洋 地 域（ 6 8 % ）と中 南 米 地 域
（87%）では、世界規模で起きている政治、ビ

ジネス、経済環境の変動に合わせて積極的に
計画を変更している、という回答者の割合はグ
ローバル全体平均を上回りました。何人かの
ITリーダーにさらに意見を求めたところ、計画
立案に際しては国内の政治的変化よりもマク
ロ経済の状況を注視しているとの回答があり
ました。先行きの不透明感が高まっているにも
かかわらず、将来については慎重な姿勢を保
ちつつ楽観視している様子がうかがえます。

Energy 69%
Pharceuticals 69%
Professional Services 69%
Financial Services 66%
Advertising 65%
Government 65%
Construction / Engineering 63%
GLOBAL AVERAGE 64%
Healthcare 63%
Transport 63%
Broadcast / Media 62%
Retail / Leisure 62%
Education 61%
Technology 61%
Utilities 61%
Manufacturing 60%
Charity / Non Profit 52%

2017
North America 59%
Europe 61%
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変化の激しい時代には機動性に優れたテクノロジーが
求められる

グラフ3：不確実性の高い環境に適応するために、テクノロジー計画をどの
ように変更しましたか？

変化への対応策
環境変化に合わせてテクノロジーを見直して
いる、と答えたITリーダーの中で最も多かっ
たのが、機動性に優れたテクノロジープラット
フォームを構築するというものでした（52%）。
End to Endプラットフォームに狙いを定め、正
面から変化に対応しているようです。

回答者の約半数（49%）が、先の読めない状態
は予算計画にも影響を与えていると答えてい
ます。またサイバーセキュリティに積極的に投
資しているという回答も約半数（45%）にのぼ
りました。先行き不透明な時代においては、IT
リーダーと長期にわたって良好な関係を維持
しているパートナーやサプライヤーが成功を
収めるようです。回答者の10人中約4人が、今
年は信頼のおけるパートナーとの取引を増や
す予定だと回答しており、新規サプライヤーと
の取引を開始するという回答は少数にとどま
りました。

!"#$%&'$()*+$,&-$).)/0+.$,&-1$0+2(3&4&5,$/4)36$0&$.+)4$'70($-32+10)730,$86+4+20$-/$0&$"9:

!"#$%&'"(()*"+,'+,)"-+.,)'"%)*"+, 8%
/,)0+$.0$%&'$%#,)01,%0'"%'$%%"#20$"% 11%
/,3-.$%&'4"%&,+50,+1'678'9,2+):';42%%$%& 26%
<"+=$%&'1"+,'>$0*'0+-)0,3';2+0%,+) 39%
?%#,)0$%&'1"+,'$%'.9@,+'),.-+$09 45%
A$%3$%&'2'>29'0"'>"+='>$0*'+,)0+$.0,3'@-3&,0) 49%
B+,20$%&'2'1"+,'%$1@4,'0,.*%"4"&9';420("+1 52%

8%

11%

26%

39%

45%

49%

52%

オフショアからオンショアへの
リソース移管

イノベーションへの投資を制限

長期計画（3年超）に対する
投資を削減

信頼のおけるパートナーとの
取引を拡大

サイバーセキュリティへの
投資を拡大

限られた予算内で
効果的な使い方を工夫

機動性に優れたテクノロジー
プラットフォームを構築

不確実性の高まりを受けて「サイバーセキュリティへの投資を拡大」、「オフショアからオンショアへのリソース移管」と回答したIT
リーダーの割合は、大規模組織が小規模組織を大きく上回り、組織の規模による対応策の違いが如実に表れました（下表参照）。と
は言え、多くのITリーダーは依然として事態を静観する姿勢を保っています。

リソースが潤沢な大企業では積極的に変化へ対応

 

IT予算
5千万ドル未満

IT予算
5千万ドル～

2億5千万ドル

IT予算
2億5千万ドル超

予期せぬ状況に対処するために機動性に優れたテクノロジー
プラットフォームを構築 52% 56% 54%

限られた予算内で効果的な使い方を工夫 51% 46% 44%

サイバーセキュリティへの投資を拡大 43% 55% 53%

信頼のおけるサプライヤー／パートナーとの取引を拡大
（新規サプライヤーとの取引は敬遠） 39% 36% 37%

長期計画（3年以上）に対する投資を削減 27% 26% 21%

イノベーションへの投資を制限 12% 8% 13%

オフショアからオンショアへのリソース移管 7% 8% 15%

表4：不確実性の高い環境に適応するために、テクノロジー計画をどのように変更しましたか？（IT予算規模別）
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戦略的影響力
先の読めない時代において、CIOの戦略的影
響力は増大し続けています。この10年で初め
て、回答者の10人中7人以上（71%）がCIOの
組織内の役割はますます戦略的になっている
と思うと答えています。これは、事業運営会議
や経営会議に参加するITリーダーの割合が増
えている状況とも符合します。こうした会議に
出席したと答えた回答者は10人中6人以上に
のぼり、昨年から9%上昇して過去最高を記録
しました。

ITリーダーの大多数が経営幹部に頻繁に接
触していると答えており、経営会議に出席し
た回答者の割合は、直近の四半期で3分の2

（68%）、過去1年で85%にのぼります。経営
に関わる会議に出席したことがないITリー
ダーはわずか11%でした。

経営会議への参加率の増加に伴い、IT リーダーの
戦略的影響力も上昇

IT リーダーの大多数が経営幹部に頻繁に接触し、
戦略的影響力を発揮

グラフ4：ITリーダーは経営会議に参加していますか？ CIOの影響力が増し
ていると思いますか？

グラフ5：経営幹部が参加する会議にあなたが最後に参加したのはいつで
すか？

Year 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
CIOs on Exec Board 38% 44% 45% 46% 46% 42% 50%
CIO Strategic Influence 67% 75% 61% 56% 64% 64% 69%
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44%45%46%46%
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大規模組織の場合、ITリーダーが直接経営幹
部と接触する機会は中小規模組織よりも少な
く、またCEOに直属する割合も中小規模組織
を下回っています。小規模組織ではITリーダー
の約半数（45%）がCEOに直属しているのに対
し、大規模組織の場合、その割合は5分の1以下

（17%）にとどまっています。また小規模組織
のITリーダーは大規模組織に比べ、頻繁に経
営幹部と直接接触しています。小規模組織の
ITリーダーの場合、直近の四半期の間にその4
分の3近く（72%）が経営会議に出席しています
が、大規模組織では45%にとどまりました。

最近ではITリーダーがこれまで以上に経営に
関わるケースが増えてきましたが、ITリーダー
の戦略的影響力が増していることを考えると、
これは必然的なことであると言えます。たとえ
ば、株主利益に責任を負う上場企業の社外取
締役は、ITが戦略的にどの方向に向かうのか、
サイバーセキュリティのような深刻なリスクに
対してどのような対策が講じられているのかと
いった点に関心があり、これらに適切に応えら
れるのはITリーダーしかいないからです。

組織規模が小さいほど IT リーダーが経営幹部に接する機会が
多い

ITリーダーの多くが経営会議の席上で戦略および投資に関する
意思決定に影響を与えている 

グラフ6：レポートラインおよび経営会議参加状況 （IT予算規模別）

グラフ7：最後に参加した経営会議ではどのようなトピックを取り上げまし
たか？
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テクノロジー全般の最新状況報告

大規模なテクノロジー投資に関する協議

IT戦略の状況報告
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イノベーションのリーダー
CIOが社内の戦略的イノベーターの役割を担
うケースが急速に増えています。現時点でCIO
が社内のイノベーションを主導しているとい
う回答は4人中1人（26%）にとどまっています
が、10人中6人（60%）がCIOがこの分野でもっ
とリーダーシップを発揮すべきだと考えてい
ます。

「我々はイノベーションに邁進する」というミッ
ションステートメントを作ることは簡単ですが、
実際に行動に移すことは容易ではありませ
ん。独創的なアイデアによって大規模で破壊力
のある変化を起こした組織もありますが、それ
は稀なケースです。実際には、試行錯誤を経て
発見を重ねている組織が大半で、そこから生
まれる技術革新も比較的小規模なものにとど
まるケースが多いことが、ここ数年の調査結果
からうかがえます。

CIOとその他に分けて回答を分析した結果、
CIO以外の回答者も「イノベーションの分野で
CIOがもっとリーダーシップを発揮すべき」と
考えていることが明らかになりました。ただし、
CIO以外の回答者とCIOの回答者を比べると
やや温度差があるようです（55%対67%）。

CIOがイノベーションにおけるリーダーシップを発揮すべきだ
とする回答が過半数を超える

CIO職に就いている回答者の方が、その他の回答者よりも、
現在よりもCIOがイノベーションを主導すべきだと考えている

グラフ8：次の選択肢のうち、イノベーションを推進するために自社のCIOが
現在果たしている役割、および果たすべき役割を最も的確に表しているもの
はどれだと思いますか？

グラフ9：自社組織のイノベーションの分野において、CIOが現在よりもリー
ダーシップを発揮すべきと思いますか？
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1. CIO調査全体の結果

プロジェクトの成果
ここ数年ITを活用した変革プロジェクトの成
果は十分とは言い切れない状況が続いている
にも関わらず、業界内部はやや楽観的過ぎる
かも知れません。プロジェクト失敗の原因とし
てプロジェクト遂行能力よりも「当事者意識の
欠如」や「危機感の不足」といった点が挙げら
れています。こうした問題に直面するCIOにとっ
ては、経営レベルでのコミットメントを醸成す
ることや、慎重な熟練者をプロジェクトマネー
ジャーに任命することが有効な対策になるで
しょう。

コアビジネスモデルを変革し、デジタルディス
ラプション（創造的破壊）をもたらすレベルの
複雑なデジタルソリューションを追求するプロ
ジェクトでは、その規模や複雑さから、顧客や
経営層が期待するような画期的な成果に到達
するまでに相当な困難に直面することが予想
されます。CIOは、状況に応じてアジャイルやよ
り統制のとれたウォーターフォール型などの方
法論を臨機応変に組み合わせ、プロジェクトの
アプローチを慎重に検討しなければなりませ
ん。これまでのプロジェクトでは単一のアウト
ソーシング業者に委託するのが一般的でした
が、今や、規模は小さくても特殊なスキルを備
えた専門のブティック型業者が数多く存在しま
す。パートナーを増やすと専門的なサービスが
手に入りやすくなる反面、プロジェクトの管理
がますます難しくなるという問題を生じさせる
ため、ITリーダーにとっては当面の悩みの種に
なりそうです。

プロジェクト失敗の原因は、プロジェクトを遂行する能力の不足
よりも当事者意識の欠如や目的の曖昧さ

5年前と比べ、プロジェクトは複雑化し、大がかりになる傾向

グラフ10：自社組織のITプロジェクトが失敗に終わった主な原因は何だと
思いますか？

グラフ11：5年前と比較して、現在のプロジェクトは次の傾向が強まったと
思いますか？ それとも弱まったと思いますか？ （「強まった」と答えた回答者
の割合）
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ITリーダーに占める女性の割合
ITリーダーに占める女性の割合について昨年
見られた増加傾向は足踏み状態となっており、
今年はほぼ横ばいです。中規模組織のITリー
ダーにおける女性の割合が11%であるのに対
し、小規模組織では8%にとどまっています。ま
た大規模組織では、グローバル全体平均と同
じ10%前後で推移しています。

IT業界ではスキル人材不足が続いており、いか
にして有能な人材を発掘し確保するかという
難題にITリーダーは日々頭を悩ませています。
一方で、この業界では人口の半分を占める女
性が十分に活躍しきれていない状態が慢性化
しているのが現状です。多くの組織が女性登用
に向けた取組みを進めているものの、短期間
でこの状況が変わる兆しはありません。女性の
登用が遅れているにもかかわらず、回答者の半
数近く（グラフ13の「44%」）が、社内の男女比
に「満足している」と答えています。ダイバーシ
ティ推進の取組みの有無については組織の規
模によって大きな格差があり、IT予算2億5千万
ドル超の組織とIT予算5千万ドル未満の小規
模組織の間にはその整備状況に約3倍の開き
があります（グラフ14参照）。

女性 IT リーダーの伸びは鈍化

ダイバーシティ推進の取組みを整備している組織はわずか3分の1

ダイバーシティへの取組み状況は大規模組織が圧倒的に優位

グラフ12：あなたの性別は？ （「女性」と答えた回答者の割合）

グラフ14：ダイバーシティ推進の取組みを整備している組織の割合
（IT予算規模別）

1.2 人材、スキル、能力
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グラフ13：自社組織ではダイバーシティ推進の取組みを整備していますか？

Chart 8: Does the skills shortage prevent your organisation from 
keeping up with the pace of change? 2005 - 2014
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Chart 8: Does the skills shortage prevent your organisation from 
keeping up with the pace of change? 2005 - 2014

スキルを持つ人材の不足を解消す
るためには、テクノロジー業界の
誤った通説や、先入観を正し、私た
ちがどのようなスキルやキャリアを
提供できるかということを理解して
もらわなくてはなりません。そのた
めにはスキルを持つ人材との交流
を維持するとともに、政府機関と
協働して教育水準の向上に取り組
み、オーストラリアをスマートでイ
ノベーティブかつ生産的な国にし
ていかなくてはなりません。また大
学と連携して企業で通用するスキ
ルの育成に努めるとともに、効果
のある取組みを支援するために民
間企業と連携することも必要です。

経験とテクノロジースキルは短
期的には重要ですが、多くの業務
をアウトソーシングしている当社
では、スキルのみならず社内外の
ステークホルダーとうまく関係構
築を行い、円滑な意思疎通がで
きるかどうかということが最も重
視されます。採用基準を明確化す
るために、会社のビジョンと全社
員に共通して求められる能力を
広く周知することが大切です。

テクノロジースキルは後からで
も身につけることができるので
大抵の業務ではあまり重要視
されていません。人材登用の際
には、技術力の有無よりも、前
向きな変化にどれだけ好奇心
と熱意を持って取り組むことが
できるかということが問われま
す。様々な業界でスキルを積ん
だ多様な人材から成るチーム
を作れば、難問に直面しても興
味深いソリューションが出てく
ることが多いのです。ダイバー
シティを促進し、異業種からの
人材を受け入れることが成果
につながります。

採用担当者はテクノロジースキルを重視するあまり、良い人材を見逃していませんか？

Robyn Randell 氏
バーバリーアジア
リミテッド
IT担当
バイスプレジデント
香港

須田 真也氏 
アステラス製薬
株式会社
情報システム部長
日本

Anastasia 
Cammaroto 氏
ウエストパック
グループ
コンシューマー
バンクCIO
オーストラリア
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回答者の10人中6人がITスキル不足を指摘 ‒ 4年を経て
ニューノーマル時代の水準として定着？

グラフ15：2005～2017年でテクノロジースキル不足を指摘したCIOの
割合

テクノロジースキルの不足
今年の調査でも、回答者のおよそ60%がスキ
ル不足を指摘しました。これがニューノーマル
時代の水準なのでしょうか。リーマンショック
前の好況期にはITリーダーの10人中9人近く
がスキル不足を訴えていましたが、その時代か
らは長い年月が経ちました。絶えず進化し続け
る業界では、必要なスキルも絶えず変化し続
けています。過去12年の調査結果を振り返って
も、スキル不足を問題にしたITリーダーが半数
を切ったのはわずか3回しかありません。この
ことからも、IT部門では、適正なスキルを備え
た人材の確保が常に大きな問題となっている
ことがわかります。

 

スキル不足と言っても、その程度には若干の違
いがあります。この数年間最も深刻なスキル不
足を訴え続けてきたのは、アジア太平洋地域
と中南米地域に本社を置く組織でした。またこ
れまでは欧州のスキル需要は米国を下回って
いましたが、今年は欧州の需要がほぼ横ばい
で推移しているのに対し、北米の需要は著しく
縮小している様子がうかがえます。こうした傾
向は、今後定着していく可能性もありますが、
最近の米国の政治情勢の変化が引き起こした
不確実性が関係しているだけなのかもしれま
せん。

北米ではテクノロジースキル不足を指摘した回答者数が大幅減 

グラフ16：自社組織は、スキル不足が原因で変化のペースに後れを取ってい
ると思いますか？ （2016年と2017年で地域別に「そう思う」と答えた回答者
の割合）

2017 62%
2016 65%
2015 59%
2014 60%
2013 45%
2012 47%
2011 42%
2010 58%
2009 54%
2008 71%
2007 85%
2006 78%
2005 73%

60%
66%
63%

62%65%
59%60%

45%47%
42%

58%
54%

71%

85%
78%

73%

2005年2006年 2007年2008年2009年 2010年 2011年2012年2013年2014年 2015年2016年 2017年

2016 2017
North America 64% 56%
GLOBAL AV. 65% 62%
Europe 64% 63%
Latin America 72% 64%
Asia Pacific 68% 68%

64%

65%

64%

72%

68%

56%

62%

63%

64%

68%

0% 20% 40% 60% 80%

北米

グローバル全体
平均

欧州

中南米

アジア太平洋

2017年

2016年

採用担当者はテクノロジースキルを重視するあまり、良い人材を見逃していませんか？
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2015 2016 2017 % change 2014
Outsourcing 9% 8% 5% 8% 24%
Social media 13% 12% 8% 17% 33%
Compliance 10% 9% 10% 26% 34%
ERP 12% 13% 11% 19% 32%
Service management 17% 12% 11% 4% 22%
Testing 21% 17% 14% -19% 33%
Mobile solutions 24% 23% 16% -7% 26%
Business relationship management 20% 18% 18% -4% 21%
Infrastructure / operations 17% 17% 18% -12% 25%
Digital 19% 23% 21% -9% N/A
Change management 27% 25% 22% 0% 21%
IT strategy 22% 24% 23% 6% N/A
Development 27% 27% 25% -30% 27%
Project management 34% 32% 26% -18% 20%
Security and resilience 23% 27% 28% -15% 12%
Technical architecture 24% 27% 32% -8% 17%
Business analysis 29% 29% 34% 11% 11%
Enterprise architecture 27% 27% 34% -33% 16%
Big data / analytics 36% 39% 42% -37% 9%

27%

34%

23%

24%

29%

27%

36%

27%

32%

27%

27%

29%

27%

39%

25%

26%

28%

32%

34%

34%

42%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

開発

プロジェクト管理

セキュリティ／
レジリエンス

テクニカル
アーキテクチャ

ビジネスアナリシス

エンタープライズ
アーキテクチャ

ビッグデータ／分析

2017年

2016年

2015年

Less than $50m $50m to $250m More than $250m
Development 26% 20% 22%
Project management 26% 27% 20%
Security and resilience 27% 36% 33%
Technical architecture 30% 39% 34%
Enterprise architecture 32% 49% 41%
Business analysis 36% 35% 25%
Big data / analytics 41% 48% 49%

2017 Av. Less than $50m
42% 41% 48%
34% 36% 35%
34% 32%
32% 30%

23% 21% 29%
22% 22% 23%
21% 19% 34%
18% 18% 18%
18% 17% 22%
16% 16% 18%
14% 15% 14%
11% 13% 10%
11% 11% 9%
10% 10% 8%
8% 8% 8%
5% 5% 5%

Less than $50m $50m to $250m More than $250m

#1 Ranked Skill
Big data / analytics (41%)Enterprise architecture 

(49%0
Big data / analytics (49%)

#2 Ranked Skill Business analysis (36%)Big data / analytics (48%0Enterprise architecture (41%)

26%

26%

27%

30%

32%

36%

41%

20%

27%

36%

39%

49%

35%

48%

22%

20%

33%

34%

41%

25%

49%

開発

プロジェクト管理

セキュリティ／
レジリエンス

テクニカル
アーキテクチャ

エンタープライズ
アーキテクチャ

ビジネスアナリシス

ビッグデータ／分析

IT予算2億5千万ドル超

IT予算5千万ドル～2億5千万ドル

IT予算5千万ドル未満

テクノロジースキルの需要
最も求められているスキルは、昨年に続きビッ
グデータ／分析で、今年は回答者の42%が上
位に挙げました。過去12ヵ月間で8%増加した
ことになります。一方で、今年はエンタープライ
ズアーキテクチャの需要が急速に増えており、
昨年から26%もの伸びを示しています。

アーキテクトやデータ分析のスペシャリストに
とってまたとない時代を迎えています。3年前に
アーキテクトの需要が低下した時には、アーキ
テクトの時代は終わったとさえささやかれた
ものですが、2016年に復権の兆しを見せて以
来、アーキテクトの需要は本格的に回復しまし
た。これには相応の理由があります。回答者が
指摘するように、新たなデジタルイノベーショ
ンに伴いシステム環境が複雑化する中、多くの
組織がアーキテクチャの再編成を進めている
からです。ビッグデータが引き続き注目を集め
る中、スキル需要は組織の規模によって大きく
変わります。中規模および大規模の組織では
ビッグデータ／分析、セキュリティ、エンタープ
ライズアーキテクチャの人材が不足する傾向
が強く、一方で小規模の組織のITリーダーはビ
ジネスアナリシスおよびプロジェクト管理のス
キル確保を重要視しています。

データ分析力が3年連続で最も需要のあるスキルに

大規模組織ではビッグデータ／分析、
エンタープライズアーキテクチャの需要が増加

グラフ17：どのような業務でスキル不足が生じていると思いますか？
（2015～2017年）

グラフ18：どのような業務でスキル不足が生じていると思いますか？
（IT予算規模別）
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70%以上のITリーダーが非正規社員よりも正社員の採用を優先

CIOは引き続き技術者を積極的に採用する意向

グラフ20：IT部門で非正規社員の占める割合はどれくらいですか？
（2015～2017年）

グラフ19：今後1年間で、IT・テクノロジー部門の人員数はどのように推移す
ると考えていますか？ （2011～2017年）

IT部門の要員数
IT部門では増員傾向が続いています。採用意
欲は総じて高く、過去数年の流れを受けて、10
人中4人以上（44%）が2017年中に技術者を
増員する予定があると回答しています。この数
字は2015年から変わらず推移しており、ここ7
年間、積極的な採用活動が続いていることに
なります。

多くのITリーダーはIT部門には正社員を採用
したいと考えています。非正規社員は全体の
25%未満であるという回答が72%に達し、そ
の内非正規社員は10人に1人にも満たないと
答えた組織が最も多く、全体の43%に上りま
した。非正規社員は主として繁忙期の人手不
足を補うために採用されることが多いようで
す。

一方で、非正規社員を積極的に採用し、テクノ
ロジーチームの半数以上を非正規社員で構
成しているITリーダーも少数ながら存在しま
す。その割合は過去3年間変わっておらず、全
体の12%で推移しています。

2015 2016 2017
76%-100% 3% 4% 4%
51%-75% 8% 8% 8%
26%-50% 19% 18% 17%
11%-25% 28% 30% 29%
0-10% 42% 41% 43%

3%

8%

19%

28%

42%

4%

8%

18%

30%

41%

4%

8%

17%

29%

43%

76～100%

51～75%

26～50%

11～25%

0～10%

2017年
2016年
2015年

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
Stay the same 43% 41% 39% 37% 38% 39% 40%
Decrease 16% 19% 19% 20% 17% 17% 16%
Increase 41% 40% 41% 43% 44% 44% 44%

43%

41%

39%

37%

38%

39%

40%

16%

19%

19%

20%

17%

17%

16%

41%

40%

41%

43%

44%

44%

44%

2011年

2012年

2013年

2014年

2015年

2016年

2017年

増員

削減

現状維持



1. CIO調査全体の結果

24
HARVEY NASH／KPMG 2017年度CIO調査 © 2017 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network 

of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.

デジタル戦略
戦略レベルでデジタル化に対応している組織
が増えており、全社的なデジタル戦略を整備し
ている組織の割合は過去24ヵ月で52%増加し
ています。10人中4人がこうした取組みにおい
て主導的役割を果たしていると回答しており、
その多くが組織内の主要な会議にデジタル戦
略を提案しています。また、5人に1人が事業部
門ごとにデジタル戦略を策定していると回答
しています。小規模組織のITリーダーで全社的
デジタル戦略を実行しているのは39%で、中
規模組織（42%）と大規模組織（53%）の割合
を下回っています。

2017年、全社的なデジタル戦略を展開するITリーダーが躍進

グラフ21：自社組織にはデジタル化における明確なビジョンと戦略がありま
すか？ （2015～2017年）

1.3 デジタル化への対応
2015 2016 2017

No 16% 13% 10%
Yes, within individual business units 26% 24% 22%
No, but we are currently working on one 31% 29% 27%
Yes, enterprise-wide 27% 35% 41%

16%

26%

31%

27%

13%

24%

29%

35%

10%

22%

27%

41%

ない

事業部門ごとに戦略がある

現在策定中

全社的な戦略がある

2017年
2016年
2015年

Chart 8: Does the skills shortage prevent your organisation from 
keeping up with the pace of change? 2005 - 2014
Chart 8: Does the skills shortage prevent your organisation from 
keeping up with the pace of change? 2005 - 2014

スペースXロケットや電気自動
車のようなイノベーションを生
み出せる組織はごく一握りで
す。しかし、自社のビジネス戦
略にピンポイントで焦点を当
てて職場に「イノベーションを
促す雰囲気」を醸成する企業
は破壊的変化の影響を受ける
側ではなく、その担い手となる
でしょう。

私たちが考えるべきなのは、いか
にイノベーションを起こすのか、
イノベーションに取り組んでいる
のか、破壊的なアイデアをもたら
しているのか、ではなく、「何もし
なければどうなるか」ということ
です。結果はどうあれ、従業員に
イノベーションを起こす機会を与
えるのです。有望なアイデアがあ
れば、コストとリスクを抑えなが
ら実際に試してみます。組織内の
力関係に負けず、凝り固まった慣
習を変え、社内で未来志向のリー
ダーを見つけて手を組むのです。

ITチーム内でハッカソンなどの
取組みを実施するとともに、新
技術の調査を行い、それを私
たちの仕事にどう活かすかを
検討する時間を設けています。
様々な業種のディスラプション
やイノベーションの事例を用い
て、イノベーションの促進に役
立てています。

組織内でどのようにイノベーションを推進していますか？

Karl Hoods氏
セーブザチルドレン
イギリス

Robyn Randell氏
バーバリーアジア
リミテッド
IT担当
バイスプレジデント
香港

Yuri Aguiar氏
オグルヴィアンドメイザー
ワールドワイド
イノベーション・トランス
フォーメーション担当
グローバルディレクター
アメリカ



1. CIO調査全体の結果

HARVEY NASH / KPMG CIO SURVEY 2017
25

HARVEY NASH／KPMG 2017年度CIO調査 © 2017 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network 
of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.

ほぼすべての業種で全社的デジタル戦略を採用する組織が増加

グラフ22：自社組織にはデジタル化における明確なビジョンと戦略があり
ますか？ （2016年と2017年で業種別の「全社的な戦略がある」と答えた回
答者の割合）
今年の調査では、一部業種の区分を変更したことから、前年との比較ができない業種が
含まれます。

2016 2017 % Change
Manufacturing 20% 26% 30%
Utilities 26% 30% 15%
Construction / Engineering 22% 30% 36%
Energy 26% 31% 19%
Charity / Non Profit 27% 32% 19%
Pharmaceuticals 37% 32% -14%
Education 18% 33% 83%
Retail 28% 38% 36%
Government 40% 39% -3%
Financial Services 37% 41% 11%
GLOBAL AVERAGE 35% 41% 17%
Healthcare 32% 41% 28%
Leisure 44%
Professional Services 37% 46% 24%
Advertising 52% 47% -10%
Telecommunications 52%
Broadcast / Media 49% 56% 14%
Technology 48% 56% 17%

This year we made changes to some sector categorisations,
so year on year comparison is not possible
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30%

31%

32%

32%

33%
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39%

41%

41%

41%

44%

46%

47%

52%

56%

56%

製造

公益事業

建設／エンジニアリング

エネルギー

慈善事業／非営利団体

製薬

教育

小売

政府機関

金融サービス

グローバル全体平均

ヘルスケア

レジャー

専門サービス

広告

通信

放送／メディア

テクノロジー

2017年

2016年

全社デジタル戦略の策定・推進の状況につい
ては、テクノロジー、放送／メディア、通信業界
が突出した存在であり、他の業種とは一線を
画しています。一方、製造、公益事業、建設業
界は他業種よりも対応のスピードが遅いこと
がわかりました。これらの業種は、事業へのプ
レッシャーのかかり方が他業種とは少し違っ
ているのでしょう。一方で意外な発見もありま
した。教育部門の全社的デジタル戦略が昨年
からほぼ倍増していました。私たちの知る限り
これほどの伸びは極めて稀なことです。そこで
高等教育部門のCIO数人に詳しい話を聞いた
ところ、学生の満足度を上げるためにイノベー
ションを推進するよう、上層部から強く求めら
れているという答えが返ってきました。

組織内でどのようにイノベーションを推進していますか？
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ビジネス戦略を進める上でデジタル技術の活
用が「非常に効果的」とした回答者の割合は
低水準（18%）にとどまりました。この結果はデ
ジタル化の効果を測る別の指標との比較にお
いても同様の結果が表れています。このことか
ら、大半の組織ではデジタル技術の導入が遅
れ気味であり、この先も大いに学習と改善の
余地があることがうかがえます。

組織が大きくなるほど、デジタル技術を効果的
に活用してビジネス戦略を進めているという
回答が増える傾向にあります。中小規模の組
織の場合、デジタル技術をビジネス戦略に「非
常に効果的に活用している」という回答がグ
ローバル全体平均をやや下回っています。

チーフデジタルオフィサー
回答者の4人に1人が、チーフデジタルオフィ
サー（CDO）か、その役割に相当する役職を設
けていると回答しています。全社的なデジタル
戦略を整備している組織の割合が多いことを
考えると、CDO職を設置する以外に、テクノロ
ジーリーダーがデジタル化推進役を兼任して
いることが考えられます。現在CDO職を設けて
おらず、また当面はその予定もないと回答した
組織が70%近くにのぼっていることもこの推
測を裏付けています。

ビジネス戦略を進める上でデジタル技術の活用が「非常に効果的
である」との回答は5分の1未満にとどまる

グラフ23：ビジネス戦略を進める上でデジタル技術の活用はどの程度効果
を挙げていると思いますか？

グラフ25：自社組織内にCDO職か、その役割に相当する役職を設置してい
ますか？

デジタル技術の活用が「非常に効果的である」と回答したCIOの
割合は大規模組織が他を大きく引き離す

グラフ24：ビジネス戦略を進める上でデジタル技術の活用はどの程度効果
を挙げていると思いますか？ （IT予算規模別の「非常に効果的」と答えた回
答者の割合）
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2017年はCDOの躍進の年となり、CDO職を設
置していると答えた組織の割合はこの3年間で
3倍以上に増加しました。この結果、CDO職の
設置と全社的デジタル戦略を整備した組織の
増加および「ビジネス戦略の推進にはデジタル
技術の活用が非常に効果的である」という今年
の調査結果との間には強い相関がみられます。
CDO職の設置割合は2014年から2015年にか
けて急増した後2016年には若干鈍化しました
が、今年は再び増加傾向に拍車がかかり、対前
年比39%増という結果になりました。

大企業では、半数以上がCDO職を設置してい
ます。これは全体平均の2倍以上であり、全体の
中でも最速のペースで増えています。大規模組
織は、部門間の重複を避け、スキルと経験を活
かし、シナジー効果を実現するためにデジタル
化を全社的に推進する必要性を感じているの
でしょう。これに対し中小企業では組織的なア
プローチを採用している企業はごくわずかで、
CDO職を設置する割合も5分の1にとどまって
います。おそらく中小企業の場合は持ち前の機
動性を発揮してデジタル化の課題に向き合って
いるものと考えられます。

過去12ヵ月間、様々な業種でCDO職を設置す
る動きが加速しており、CDOの絶対的人数が
比較的少ない業種でも対前年比で大幅に増え
ています。具体的には、公益事業、教育、エネル
ギー、製造業でCDO職を設置している割合が
50%以上増えています。一方で、今年の調査結
果では政府機関が前年から横ばいで推移して
いますが、これは2016年にすでに他業種に先
駆けてCDO職の設置を進めてきたためと考え
られます。

唯一減少傾向にあるのは広告業界です。この
業界ではデジタルそのものが商品であると同
時にディスラプションの引き金にもなり得るた
め、CDOの役割は他業種とは違った位置づけ
に変化しているものと推察されます。 

CDO職を設置している組織の割合は過去数年で3倍に増加。
現在その割合は4分の1にのぼる

大企業の半数以上がCDO職を設置。
最速のペースで増加中

CDO 職は増加傾向だが、業種によってばらつきがある

グラフ26：自社組織内にCDO職か、その役割に相当する役職を設置してい
ますか？ （2014～2017年で「はい」と答えた回答者の割合）

グラフ27：自社組織内にCDO職か、その役割に相当する役職を設置していま
すか？ （2016年と2017年でIT予算規模別の「はい」と答えた回答者の割合）

表5：自社組織内にCDO職か、その役割に相当する役職を設置していますか？
（2016年と2017年で業種別の「はい」と答えた回答者の割合）

今年の調査では、一部業種の区分を変更したことから、前年との比較ができない業種が
含まれます。
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グローバル全体平均
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2017年

2016年

2016年 2017年
放送／メディア 30% 46%
広告 43% 35%
小売 - 32%
通信 - 31%
金融サービス 25% 28%
専門サービス 20% 26%
テクノロジー 19% 26%
製薬 27% 25%
グローバル全体平均 18% 25%
政府機関 24% 24%
レジャー - 23%
建設／エンジニアリング 17% 21%
ヘルスケア 17% 19%
慈善事業／非営利団体 20% 18%
製造 11% 18%
エネルギー 11% 18%
教育 9% 18%
公益事業 11% 16%



1. CIO調査全体の結果

28
HARVEY NASH／KPMG 2017年度CIO調査 © 2017 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network 

of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.

デジタルイノベーションには、資金や役職者の確保よりも時間と
連携が重要

グラフ28：自社組織ではどのような手段でデジタルイノベーションを推進して
いますか？

グラフ29：自社組織ではどのような手段でデジタルイノベーションを推進して
いますか？ （IT予算規模別）

デジタルイノベーションの推進
デジタルイノベーションを促進する手段につい
ては、回答者の半数以上が「イノベーションに費
やす時間を増やす」（54%）と「学術機関などの
先進的な組織と連携する」（52%）を挙げ、1位と
2位を占めました。また2位から大きく開いて「イ
ノベーションの予算を別枠で確保する」が10人
中3人（31%）で3位に入りました。一方「チーフ
イノベーションオフィサーを採用する」という戦
略を選択したのはわずか10人に1人にとどまり
ました（12%）。

大規模組織は外部ネットワークの活用や学術
機関との連携を強化することでイノベーション
を進めています。組織が大きくなるほど動きが
鈍ると言われますが、大規模組織はそうならな
いように様々な面で対策を講じているものと推
察されます。一方、中小規模の組織はイノベー
ションに時間を費やすことに重点を置いていま
す。小規模の組織では、グローバル企業のよう
に大勢の社員や設備を抱える必要がないこと
から、自ずと顧客に寄り添い、自社製品・サービ
スのイノベーションに注力する傾向が見られま
す。

小規模組織はコストよりも時間をかけてイノベーションを推進
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デジタルイノベーションの課題
組織のカルチャーに起因する変革への抵抗
は、ITリーダーたちを長年悩ませてきました。
人事や財務など全社に関わる部門は他にも
ありますが、IT部門はこうした部門とはまった
く違った影響をビジネスに及ぼします。ITがも
たらす新しいプロセスやコンピューターシステ
ムはコアビジネスの仕組みを根本から変えて
しまう可能性があります。

イノベーションを成功させるための課題は何
か、という問いに対する回答は「変革に対する
抵抗」（43%）が「予算の確保」（25%）のおよそ
2倍にのぼりました。ビジネスリーダーが一刻
を争ってイノベーションを進めたがるケースも
ありますが、従業員は往々にして変化を歓迎
せず、特に自分に不利な影響が及ぶ場合はそ
の傾向が強くなります。

IT部門がこうした課題を克服したとしても、新
技術を導入することの難しさはこれまでと変
わっていないようです。こうした現実の障害を
乗り越えずして、イノベーションを実現するこ
とは困難です。

デジタル化の成功を阻む最大の要因は資金ではなく
組織のカルチャー

グラフ30：デジタル化を成功させる上で最大の課題は何だと思いますか？

!"#$%&'(&$)*$+&,$*)--).'/0$1,21,3,/+$+&,$01,4+,3+$(&4--,/0,3$+)$5)61$)104
!"#$%&'&()"*+#&%,-&''".+&/,*)."+0! 15%
12)%)%(+"3"#/,)4"5'"4"'+*6&%*&-*$)6 20%
'"(2'+2%.+-"(/'2,&-7+#&86')2%#"+)**/"* 23%
9-)42#7+2%.+*"#/-),7+-":/)-"8"%,* 25%
;"#/-)%(+<)%2%#)2'+-"*&/-#"* 25%
=,,-2#,)%(+,$"+-)($,+,2'"%, 31%
=#$)"4)%(+-",/-%+&%+)%4"*,8"%,+>?@0A 36%
B2*)'7+)86'"8"%,+%"C+,"#$%&'&()"* 39%
@4"-#&8)%(+-"*)*,2%#"+,&+#$2%(" 43%

15%

20%

23%

25%

25%

31%
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IT部門以外の部署で管理している技術

経営層による支援

法規制対応

プライバシーおよびセキュリティに
関する要件の充足

適切な人材の確保

予算の確保

投資利益率（ROI）の達成

新技術を導入することの難しさ

変革に対する抵抗
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スペシャルレポート：

デジタルリーダーとは？ KPMG

デ ジタル ディスラプ
ション（デジタル時代
の創造的破壊）はもは
や活字の世界だけの
ものでもなければ、単
なる構想上のもので
もありません。今や現
実として私たちの眼前

にあるのです。多くの組織にとってデジタルトランスフォーメー
ションはすぐに取りかかるべき重要な戦略であり、一部では企
業の存続を左右する問題にさえなっています。デジタルトランス
フォーメーションは経営陣主導の全社的デジタルビジョンと戦
略から始まるものであり、その実現にはかなり高度なテクノロ
ジー対応力を必要とすることが、KPMGの経験からも明らかに
なっています。確かにモバイルアプリケーションやソーシャルメ
ディアなどの顧客接点のソリューションでも短期的な成果を挙
げることは可能です。しかし持続的な競争優位は、顧客対応業
務の再編にとどまらず、フロントオフィス、ミドルオフィス、バック
オフィスを統合し、真のデジタル企業となってはじめて確立す
ることができるのです。CIOとIT部門はテクノロジー主導のイノ
ベーションの担い手とならなければなりません。しかし、今年の
調査結果では、イノベーションを起こすためにはCIOがもっと積
極的にビジネス上のステークホルダーを巻き込む必要があると
いうことが明らかになりました。

現に「経営陣がITリーダーに対応を求める主要なビジネス上の
課題は何ですか？」という問いへの回答は驚くべきもので、重要
度に応じて課題をランクづけしてもらいましたが、デジタルトラ
ンスフォーメーションを率いる職務に直接関係する課題は上位
にきませんでした。代わって上位を占めたのは「安定的かつ一貫
性のあるITの提供」、「オペレーションの効率性向上」、「業務プ
ロセスの改善」、「コスト削減」など、IT分野における従来の優先
課題や投資理由となるようなものばかりでした。

つまり、多くの組織がデジタルトランスフォーメーションの実施、
そしてその成功からはまだほど遠い場所にいることがはっき
りしました。一方で明るい兆しもありました。デジタルトランス
フォーメーションの実施と効果についてさらに踏み込んだ質問
をしたところ、回答者の18%がデジタルリーダーの名にふさわ
しい組織を率いていることが分かったのです。そこで本稿では
KPMGが考える組織としてのデジタルリーダーの特徴について
考察したいと思います。自社がこうした特徴をどこまで備えてい
るか、是非検討してみてください。

これまでの調査結果によると、組織としてのデジタルリーダーに
は以下のような特徴があります。

IT戦略とビジネス戦略の方向性を一致させる能
力に長けている
CIOの長年の課題の1つに、ビジネス上のステークホルダーと連
携してIT戦略とビジネス戦略の方向性を一致させることが挙げ
られます。これはデジタルトランスフォーメーションを実現する
上で特に重要です。デジタルトランスフォーメーションにおける
ビジネス戦略とは、新たなデジタルビジネスモデルを生み出し、
顧客や従業員をつなげる新たな方法を創造し、ビジネスオペ
レーションのコストを変革するための新たな道を切り開くこと
だからです。デジタルリーダーと認められる企業では、IT戦略と
ビジネス戦略の方向性を一致させる点で、デジタルリーダーで
ない企業の2倍以上の効果を発揮しています。

イノベーションと成長に重点を置いている
主要なビジネス上の課題に関して、デジタルリーダーはイノベー
ションと成長に重点を置く傾向があり、「革新的な新製品・サー
ビスの開発」を最優先事項と捉えています。経営会議の場では、
単にIT戦略の進捗状況を報告するだけでなく、デジタルトランス
フォーメーションやディスラプション戦略を検討する傾向が見ら
れます。また、全社的デジタルビジネスのビジョンと戦略を持つ
割合は、デジタルリーダーでない企業の2倍以上にのぼります。

オンデマンド型ビジネスモデルであれ、デジタルストリーミング
サービスであれ、顧客向けのソーシャルメディアやモバイルアプ
リケーションであれ、デジタルビジネスとは究極的にはイノベー
ションの一言に尽きるのです。こうしたイノベーションはいずれ
も何らかのテクノロジー対応力を必要とします。テクノロジーと
社内の業務プロセスに対する深い理解、そして一企業の枠を越
えた広い視野を持つCIOには、自ら率先してこのようなイノベー
ションを進めていく力があります。現に私たちの調査結果におい
ても、デジタルリーダーと認められる企業では、CIOやITリーダー
が全社的にイノベーションを主導しているという回答が、そうで
ない企業のおよそ2倍にのぼりました。

破壊的なデジタルテクノロジーに積極的に
投資している

即応性、拡張性、レジリエンス、経済性に優れるクラウドは、今や
デジタルディスラプションを広く支える基盤となっています。デジ
タルリーダーが、クラウドの3つのサービスモデル（IaaS、PaaS、
SaaS）すべてを対象に積極的投資を行っていることは容易に想
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像されますが、その割合はデジタルリーダーでない企業の2倍か
ら3倍にもなり、今後1年から3年はこうした投資額の差が続くこ
とが予想されます。デジタルリーダーが積極的に投資している
もう1つの分野が全社的なプロセスの自動化です。KPMGではこ
れを「デジタルレイバー」と呼んでいます。具体的には、RPA（ロ
ボティック・プロセス・オートメーション）を導入してクレーム処
理やデータ入力などの定型的な作業を自動化したり、コグニ
ティブオートメーション（CA）を活用して、パーソナルショッピン
グアシスタントのような、より高度なナレッジベースのサービス
を提供したりすることが挙げられます。私たちの調査結果による
と、この分野に投資しているデジタルリーダーの割合はそうでな
い企業の4倍にも達しています。またデジタルリーダーはデジタ
ルレイバーによるソリューションを全社的に導入しており、中に
はその割合が他社の2倍になるケースも見受けられました。こう
した企業ではデジタルリーダーでない企業よりも効率よく業務
プロセスの最適化、品質向上、コスト削減などの成果を挙げて
います。

IT予算の増加を見込んでいる
デジタルリーダーは、IT予算の面で他社よりも潤沢です。この1年
で予算が増加したと回答したCIOの割合は、他社が3分の1にと
どまったのに対し、デジタルリーダーと認められる企業ではほぼ
半数にのぼりました。また多くのデジタルリーダーは、今後12ヵ
月の予算の見通しについても楽観的で、予算の増加を見込んで
いるとの回答が他を大きく上回っています。さらにテクノロジー
関連予算をIT部門以外の部署で管理するデジタルリーダーが増
えており、ビジネス部門がデジタル分野における意思決定や投
資にも深く関与していることがうかがえます。

CIOのやりがいが大きい
CIOやITリーダーは、自社をデジタル企業に変革するために自
ら中心となってイノベーションやテクノロジー対応を推進してい
ます。そのため他の職種と比べてその満足度は高く、在職期間
も長くなっています。デジタルリーダーと認められる企業では、

現在の仕事に非常に満足していると答えた回答者の割合は、そ
うでない企業の2倍にのぼり、10人中4人以上が今の職場に5年
以上いるつもりだと回答しています。ちなみにデジタルリーダー
以外の企業では、その割合は4分の1未満でした。

デジタルリーダーと認められる企業では、CDO職またはこれに
類する役職を設置している割合がその他企業よりも高くなって
いますが、それでもその存在はまだ少数派です。すなわちデジタ
ルリーダーの域に達していない組織では、CIOがより積極的な
役割を担って自社をデジタルリーダーへと導くことが期待され
ます。

結論として、今年の調査では、デジタルトランスフォーメーション
を効果的に進めている組織とそうでない組織の差が如実に現
れたと言えるでしょう。デジタルリーダーと認められる組織は他
よりもIT戦略とビジネス戦略の方向性をしっかりと一致させ、イ
ノベーションと成長に照準を合わせ、デジタル技術への投資を
積極的に進めています。

これから数ヵ月かけて私たちは今年の調査データのさらなる分
析を進め、KPMGが考えるデジタルリーダーの資質を明らかに
した上で、それがCIOにとって何を意味するのかを考察するとと
もに、リーダーとしていかに業務を進めるべきか提言を行いま
す。さてCIOの皆さんは、自社をデジタルリーダーの座に導く上
でのチャンスや課題、デジタルの可能性を理解し伝えるために
自らの役割を果たし切れているでしょうか？

Marc E. Snyder
KPMG米国
テクノロジーグローバルセンターオブエクセレンス 
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外部からより多くのリソースを調達

DevOpsの導入

外部ベンダーとの
戦略的パートナーシップの構築

外部ソリューション（SaaSを含む）の導入

バックエンドチームと顧客対応チームで
異なるアプローチを採用（ITの多様化）

アジャイル方式の導入

ITリーダーは 俊敏性と即応性を高めるために最適なアプローチ
を積極的に採用

グラフ31：ITサービスの開発・デリバリーにおいて俊敏性と即応性を実現
するために最も重要なアプローチは何だと思いますか？

俊敏性と即応性
急速に変化する環境下で、速やかにプロトタイ
プを実施して、大規模かつ複雑な組織の文化
やプロセスの変革に注力する組織もあれば、
これまでのやり方に固執するあまり、些細なア
プリケーションのリリースにもまごついてしま
う組織もあります。DevOpsに活路を見出して
いるITリーダーも多いようです。アプリケーショ
ンの改良やグローバル展開において迅速さを
重視するという回答がある一方で、変革により
複雑に絡み合う自社のアプリケーションに連
鎖的な影響が及ぶことを懸念する声も聞かれ
ました。

ITの多様化やDevOpsは内部的アプローチで
あり、こうしたプロセスを社内で管理しきれる
大規模組織が好んで採用する傾向があります。
一方、パートナーシップの活用や外部からのリ
ソース調達、SaaS導入などは小規模組織が最
も多く利用しています。これは他の手段に比べ
て、少ない内部リソースで実現できることと、短
期的なコストを抑制できることが理由と推察
されます。

小規模組織のITリーダーは、ソリューションを内部で開発するより
も外部から購入する割合が高い

1.4 テクノロジーの管理
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グラフ32：ITサービスの開発・デリバリーにおいて俊敏性と即応性を実現
するために最も重要なアプローチは何だと思いますか？ （IT予算規模別）

Chart 8: Does the skills shortage prevent your organisation from 
keeping up with the pace of change? 2005 - 2014
Chart 8: Does the skills shortage prevent your organisation from 
keeping up with the pace of change? 2005 - 2014

CIOの役割は自社とその顧客
そして株主のために価値を生
み出すことです。IT予算を増額
する場合はこうした価値を高
めることを直接の目的とすべ
きであり、予算はそのためにこ
そ費やすべきだと考えます。そ
ろそろ予算のことばかり口に
するのはやめて、リターンのこ
とを考え始めるときではないで
しょうか。

大きなコストを要する業務の改
善のためでない限り、倍増予算
の95%を返上します。限られた
予算とリソースの中でチームが
知恵を絞るからこそ最良の結果
が生まれることもあるのです。予
算が2倍になったからといって
必ずしも2倍の成果が挙がるわ
けではありません。残った5%で
少人数のチームを編成し、ベン
チャー企業や異業種に学び、こ
れまでにないIT活用法を創出す
るという課題を与えます。

ブロックチェーンのパイロット
プロジェクトを加速して運用を
実現します。また、DevOpsを導
入するとともに、チームを増強
してもっと多くの声に応え、ひい
ては子どもたちへの支援をも
っと推し進めたいと思います。

テクノロジー予算が倍増したらどのように使いますか？

Karl Hoods氏 
セーブザチルドレン
CIO
イギリス

Robyn Randell氏
バーバリーアジア
リミテッド
IT担当
バイスプレジデント
香港

William Payne氏
ボラル
CIO
オーストラリア
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 効果
IT部門が様々な取組みにおいてどの程度の
効果を挙げているかという質問では、多くのIT
リーダーは、IT戦略とビジネス戦略の方向性
が一致していると考えており、また、自社にとっ
て適正なテクノロジーを選択していると答え
ています。ITプロジェクトの成功率の低さを踏
まえると、プロジェクトの実行に対するITリー
ダーの自信の高さは意外と言えます。ITリー
ダーが考えるほどプロジェクトが成功している
わけではないことは、これまでの本調査や学
術研究の結果からも明らかです。

コアシステムには自信を持つ一方で、データ活用やデジタル化の
分野では課題を認識

グラフ33：IT部門はそれぞれの取組みに対してどの程度の効果を挙げてい
ると思いますか？

Not effective
Facilitating the use of data and analytics 32%
Fostering innovation 29%
Integrating core business systems with newer digital solutions 25%
Using the right governance model 24%
Developing the right culture and talent 22%
Using partnerships 23%
Managing risk and security 12%
Executing projects 11%
Aligning IT and business strategy 8%
Selecting the most appropriate technologies and architectures 9%
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16%

16%

18%

20%

21%

25%

32%

34%

35%

36%

データと分析の活用促進

イノベーションの促進

コアビジネスシステムと最新の
デジタルソリューションの統合

適正なガバナンスモデルの採用

適正な組織文化の醸成と
人材開発

パートナーシップの活用

リスクとセキュリティの管理

プロジェクトの実行

IT戦略とビジネス戦略の
方向性の一致

最適なテクノロジーと
アーキテクチャの選択

効果的ではない どちらかと言えば効果的 非常に効果的

今年の調査結果からは、回答者がクラウドサービスへの投資にかなり慎重になっていることがうかがえました。前年と比べ、「投資額
（中）」が増え「投資額（小）／投資していない」が減少していますが、「投資額（大）」はほぼ横ばいで推移しています。

ITリーダーは引き続きクラウドサービス（IaaS、PaaS、SaaS）に投資

2016年 2017年

 

投資額（小）／
投資して
いない

投資額（中） 投資額（大）
投資額（小）／

投資して
いない

投資額（中） 投資額（大）

今年のIaaS投資計画 46% 30% 23% 38% 39% 23%
今年のPaaS投資計画 53% 29% 18% 44% 41% 16%
今年のSaaS投資計画 32% 38% 30% 23% 50% 27%
       
今後1～3年間のIaaS投資計画 28% 36% 36% 17% 45% 38%
今後1～3年間のPaaS投資計画 31% 36% 33% 18% 49% 33%
今後1～3年間のSaaS投資計画 18% 36% 46% 9% 42% 49%

表6：クラウドサービス（IaaS、PaaS、SaaS）への投資計画（今年の計画と今後1～3年間の計画）
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2016 2017

Attract talent 1% 1%
Improve aligment with customers 11% 10%
Support global shared services 13% 12%
Data center mondernization 19% 18%
Better enable the mobile workforce 19% 19%
Shift CapEx to OpEx 21% 21%
Simplfied management 21% 26%
Save money 33% 28%
Best solution available 27% 31%
Accelerate product innovation 34% 34%
Improve agility and responsiveness 40% 39%
Improve availability and resiliency 40% 41%
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19%
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33%
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34%

40%

40%

1%

10%

12%

18%

19%

21%

26%

28%

31%

34%

39%

41%

人材獲得

顧客との連携強化

グローバルレベルでの
シェアードサービス化

データセンターの刷新

外勤スタッフの業務効率化

設備投資から
運用コストへの転換

管理の簡素化

コスト削減

ベストソリューションの
選択

製品イノベーションの加速

俊敏性や即応性の強化

可用性や柔軟性の強化

2017年

2016年

クラウド技術
クラウドコンピューティングはここ数年大きな
注目を集めています。この傾向は昨年から続
いており、クラウドに投資する理由としては「コ
スト削減」という回答が減る一方、サービスの
信頼性、俊敏性、即応性を評価するという声
が回答の上位を占めました。

クラウドの柔軟性と即応性を重視する傾向が継続

グラフ34：現在クラウドに投資している理由について、上位3つを挙げてくだ
さい。 （2016年／2017年）

小規模組織の多くが、安定性と柔軟性の強化を目的に社内運用からクラウドに移行しているのに対し、大規模組織は俊敏性と
即応性を高めるための手段としてクラウドを活用しています。

小規模組織は柔軟性を最も重視し、中規模・大規模組織は即応性を評価

 

IT予算
5千万ドル未満

IT予算
5千万ドル～

2億5千万ドル

IT予算
2億5千万ドル超

可用性や柔軟性の強化 43% 37% 31%
俊敏性と即応性の強化 37% 50% 47%
ベストソリューションの選択 32% 29% 28%
製品開発／イノベーションの加速 32% 41% 42%
管理の簡素化 29% 17% 13%
コスト削減 28% 30% 33%
グローバルレベルでのシェアードサービス化 11% 14% 13%
設備投資から運用コストへの転換 21% 19% 25%
外勤スタッフの業務効率化 20% 14% 14%
データセンターの刷新／レガシーシステムの更改 17% 23% 25%
顧客／取引先との連携強化 10% 8% 12%
人材獲得 2% 1% 1%

表7：現在クラウドに投資している理由について、上位3つを挙げてください。 （IT予算規模別）
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インテリジェントオートメーション
RPAとコグニティブオートメーションを含む
デジタルレイバーにすでに投資している、あ
るいは投資を計画している、という回答は
全体の3分の1以上（34%）にのぼりました。
この割合は、大規模組織の場合は10人中6
人強（62%）、中規模組織では約半数（52%）
になりました。

RPAとコグニティブオートメーションに投資
している、または投資する計画があるとい
う回答が最も多かった業種は製造業で、10
人中4人以上（45%）に達しました。公益事
業、輸送、通信、製薬などのプロセス型の業
種が上位を占め、この分野のイノベーション
の進展をうかがわせました。また金融サー
ビス、放送／メディア、専門サービス、テクノ
ロジーでも平均を上回りました。一方、教育

（12%）、慈善事業／非営利団体（17%）、レ
ジャー（14%）では5分の1未満にとどまって
います。

回答者の3分の1がすでにRPAとコグニティブオートメーションに
投資

グラフ36：デジタルレイバーにすでに投資しているか、投資する計画はあり
ますか？ （IT予算規模別）

業種別回答で1位の製造業では半数近くがデジタルレイバーに投
資済み、または投資を予定

グラフ37：デジタルレイバーにすでに投資しているか、投資する計画はあり
ますか？ （業種別）
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金融サービス
運輸
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製造

グラフ35：デジタルレイバーにすでに投資しているか、投資する計画はあり
ますか？

中規模・大規模組織では半数以上がデジタルレイバーにすでに投
資、または投資を計画
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現時点では、大半のCIOがオートメーションに対して「小規模」また
は「中規模」の投資

今後3年以内に「大規模」な投資を計画するITリーダーが
大幅増

グラフ38：今年の投資計画について（「ロボティクス／オートメーションに投
資している」、または「投資する予定がある」と答えた回答者の割合）

コグニティブオートメーションへの投資が伸び
ていることは、ビッグデータ需要の高まりを背
景として、ロボティクス、機械学習、先進的アナ
リティクスの一体化が進んだ必然的な流れと
言えます。 

ロボティクス／オートメーションに投資してい
る、あるいは投資する予定があるという回答の
中でも、今後3年以内に投資を拡大する予定が
あるという回答の多さが目を引きます。回答者
の大半は現時点ではオートメーションに「小規
模」または「中規模」の投資をしているに過ぎま
せんが、今後1～3年間で10人中4人近くがコグ
ニティブオートメーションとRPAに「大規模」な
投資を行う予定であると回答しています。

ファーストフード店の自動注文システムなど、
革新的なオートメーションがマスコミで広く取
り上げられていることが、オートメーションに
対する意識の向上につながっています。ITリー
ダーは、日進月歩で進化するこの技術のス
ピードに追従し、自身の組織での活用方法を
模索していかなくてはなりません。
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グラフ39：今後1～3年間の投資計画について （「ロボティクス／オートメー
ションに投資している」、または「投資する予定がある」と答えた回答者の割合）
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デジタルレイバーの効果
デジタルレイバーは「品質の向上」に最も効果
を発揮すると考えられており、4人に1人以上が

「非常に効果的」と回答しています。「スケーリ
ング（規模の増減）の効率化」と「コスト削減」
においても「非常に効果的」の割合が高くなっ
ています。まだ誕生して間もない技術であるに
もかかわらず高い成果を収めており、従来のIT
プロジェクトに近い数字となっています。

ただし、「単調な作業からの解放による従業員
の士気向上」という項目での効果は下がって
います。オートメーションが従業員にとって利
益にも脅威にもなり得る職種では、適切な活
用範囲を見極める必要があります。

デジタルレイバープロジェクトが「非常に効果
的」であるという回答をした割合は、小規模組
織が大規模・中規模の組織を上回りました。
確かに小規模組織ではプロジェクトの規模が
小さくて業務の要求水準が低い場合が多く、
改善の余地が大きいのでしょう。どの規模の企
業でも、「品質の向上」と「スケーリングの効率
化」にデジタルレイバーの効果を見出していま
すが、特に小規模の組織でその傾向が強く見
られます。

デジタルレイバー化の初期段階ではプロセス面の改善に成果を
発揮

グラフ40：総合的に判断した場合、各項目においてデジタルレイバーはどの
程度の効果を発揮していますか？ （ロボティクス／オートメーションに「投資
している」、または「投資する予定がある」と答えた回答者の割合）

デジタルレイバーは小規模組織にとって特に大きな効果を発揮

グラフ41：各項目においてデジタルレイバーはどの程度の効果を発揮して
いますか？ （ロボティクス／オートメーションに「投資している」、または「投
資する予定がある」と答えた回答者のうち、IT予算規模別の「非常に効果
的」と答えた回答者の割合）

31%

14%

20%

18%

17%

53%

64%

58%

58%

56%

16%

22%

22%

24%

27%

単調な作業からの解放による
従業員の士気向上

プロセスの最適化

コスト削減

品質の向上
スケーリング

（規模の増減）の効率化

効果的ではない どちらかと言えば効果的 非常に効果的
!"#$%&'()#*(++#",-.#/012

18%
24%
24%
26%
29%

18%

24%

24%

26%

29%

12%

18%

19%

22%

24%

13%

21%

22%

22%

22%

単調な作業からの
解放による

従業員の士気向上

プロセスの最適化

コスト削減

品質の向上

スケーリング
（規模の増減）の効率化

IT予算2億5千万ドル超

IT予算5千万ドル～
2億5千万ドル

IT予算5千万ドル未満



1. CIO調査全体の結果

HARVEY NASH / KPMG CIO SURVEY 2017
39

HARVEY NASH／KPMG 2017年度CIO調査 © 2017 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network 
of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.

内部関係者によるサイバー攻撃への警戒が高まる一方、外部の脅
威への懸念も継続

サイバー攻撃に対して「十分な」備えをしている割合は
減少傾向

グラフ42：サイバー攻撃について、どのタイプの脅威に最も大きな懸念を感
じていますか？ （2016年／2017年）

グラフ43：現在および近い将来のITセキュリティ／サイバー攻撃を検知し、
対応する体制をどの程度整備していますか？ （2014～2017年の「十分に整
備している」と答えた回答者の割合）

サイバーセキュリティ
昨今誰もがサイバーセキュリティを口にしま
す。ハッカーたちがいとも簡単に社内のシステ
ムに侵入し、電子メールや機密情報を盗み出
していく現実を前に、組織のリーダーはいらだ
ちを募らせています。また、深刻なサイバー攻
撃の増加を受け、ここ数年で自社のサイバー
セキュリティに自信を失う企業も増加していま
す。肯定的な側面としては、自社のセキュリティ
強化に奮闘するITリーダーに対して経営陣が
非常に協力的で、積極的にリソースを提供して
いる点が挙げられます。

ただし、脅威に対する警戒感の高まりが直接
対策の強化につながっているわけではなく、対
策が遅れている傾向は依然残っています。現在
または近い将来のサイバー攻撃を検知し対応
する体制を「十分に」整備していると答えたIT
リーダーはわずか5人に1人（21%）でした。昨
年から4%、過去4年で28%低下しました。
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「深刻な」サイバー攻撃を受けた組織は増加の一途

大規模組織の半数以上が過去 2 年間にサイバー攻撃を経験

サイバー攻撃の標的となるリスクが最も高いのは政府機関と
公益事業

グラフ45：過去2年間に深刻なITセキュリティの脅威またはサイバー攻撃
を経験しましたか？ （IT予算規模別）

グラフ44：過去2年間に深刻なITセキュリティの脅威またはサイバー攻撃
を経験しましたか？ （2014～2017年）

グラフ46：過去2年間に深刻なITセキュリティの脅威またはサイバー攻撃
を経験しましたか？ （業種別）

過去2年間に深刻なITセキュリティ問題または
サイバー攻撃を経験したという回答が約3分
の1（32%）を占めました。昨年から14%、この4
年で45%増加したことになります。警戒感を強
めるだけでは組織やブランド、個人の評判に対
する被害を防ぐには十分ではないことを示し
ています。

特に大規模組織は脅威にさらされており、半数
以上が過去2年間に深刻な攻撃を受けたと回
答しています。一方で小規模組織は警戒感が
薄いか、あるいは攻撃を検知しにくいのかもし
れません。憂慮すべきは、最も攻撃を受けてい
るのが政府機関と公益事業である点で、一般
的なサイバー犯罪者による攻撃ではなく国家
レベルの関与が疑われます。サイバー攻撃の
影響が最も少ないのは慈善事業と広告の分野
でしたが、それでも5人に1人以上が過去2年間
に深刻な問題を経験したと回答しています。
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IT予算
IT予算は増加傾向が続いています。IT部門の
ほぼ半数が来年の予算増を見通しているのに
対し、予算カットを懸念しているという回答は
5分の1弱にとどまりました。IT投資も増加して
います。ITリーダーの10人中8人（79%）が今年
の予算について現状維持または増加したと回
答しており、減少したという回答はわずか5分
の1（21%）でした。IT投資予算の増加傾向は
今後も続く見通しで、2018年のIT予算につい
ても、増加する見込みであるという回答が今年
と同等の割合（46%）を占めました。

隠れたITコストとして、IT部門以外の部署でコ
スト管理を行う企業は少数ながら増えつつあ
ります。ITリーダーが（自らの意思によるもの
か否かは別として）IT予算に関わる意思決定
権の一部を他部門のリーダーに委ねるケース
がこの4年で増えています。過去の調査では、
直接の管理下にない予算の用途に自分の意
思を反映し続けるためには、効果的な人間関
係を構築するスキルがますます重要になると
の回答が寄せられています。

IT予算の増加傾向が持続。10人中8人が現状維持または増加と
回答。

IT部門以外の部署でIT予算の一部を管理するケースが増加 

グラフ47：前年に比べてIT予算は増加しましたか、現状維持でしたか？
（2005～2017年）

グラフ48： IT投資全体のうち何%がIT部門以外の部署で管理されて
いますか？ （2014～2017年で「10%以上」と答えた回答者の割合）

Year 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
Increased 43% 47% 42% 36% 25% 28% 39% 43%
Decreased 23% 19% 16% 20% 42% 43% 30% 28%
Stayed the same34% 34% 42% 44% 33% 29% 31% 29%

Year 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
Increased 43% 47% 42% 36% 25% 28% 39% 43%

Stayed the same 34% 34% 42% 44% 33% 29% 31% 29%
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2014 2015 2016 2017
Less than 5% 46% 46% 41% 37%
5 – 10% 23% 19% 20% 23%
11 – 25% 17% 15% 18% 19%
26 – 50% 9% 11% 10% 11%
More than 50% 6% 8% 10% 10%

Where more than 10% IT budget controlled outside IT
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2016 38%
2017 40%
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大規模組織ほど今後のIT予算の伸びに懐疑的

すべての業種でIT予算の増加が見込まれているわけではない。
レジャー、テクノロジー、ヘルスケアで強気の見方を維持

グラフ50：今後1年間のIT予算の見通しについて、「増加」、「減少」、「現状維
持」のどれが当てはまりますか？ （業種別の「増加」と答えた回答者の割合）

回答者の多くが今後の予算見通しについても
強気の見方を維持しており、全体の46%が来
年の予算は増加する見通しと回答しています。
予算に対して最も楽観的な予測をしているの
は小規模組織の回答者で、IT予算5千万ドル未
満の組織では約半数（48%）が今後も予算の
増加を見込んでいるのに対し、中規模組織で
はその割合は40%になり、さらに大規模組織
になるとわずか29%にとどまっています。組織
全体の約5分の1（18%）が2018年は今年より
も少ないIT予算での業務運営を覚悟している
と答えていますが、大規模組織ではその割合
は2倍（37%）にのぼります。

公的機関では厳しい予算の引き締めが続いて
おり、その傾向はこの先しばらく変わらないも
のと考えられます。予算の見通しについて強
気の見方をしているのは、レジャー、テクノロ
ジー、ヘルスケア、専門サービス、小売です。こ
れらの業種では上向きの市場の消費意欲を実
感しており、これに応えるための体制を整備し
ているものと推察されます。

グラフ49：今後1年間のIT予算の見通しについて、「増加」、「減少」、「現状維
持」のどれが当てはまりますか？ （IT予算規模別）
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アウトソーシング
今後アウトソーシングやオフショアの拡大を計
画している企業の割合はやや低下したものの、
ここ数年の傾向と大きな変化はありません。昨
年と比べ、アウトソーシングへの投資拡大を予
定している割合は4%、オフショアへの投資拡
大を予定している割合は9%と、それぞれ減少
しています。

広い範囲でビジネス環境の先行き不透明感が
高まるにつれて、アウトソーシングの理由にも
変化が見られます。今年も「コアビジネスに集
中するための社内リソースの確保」という回答

（49%）が最も多いものの、その割合は去年よ
り4%減少しており、予測不可能な環境変化へ
の対応を主眼とした理由が重視される傾向が
高まっています。具体的には昨年と比べ、「柔軟
性の向上」が11%、「コスト削減」が7%、それぞ
れ増加しています。また、ITリーダーの10人に
4人が、自社に不足しているスキルを増強する
ために継続的にアウトソーシングを行うと回答
していますが、その割合は昨年からほぼ横ば
いで、スキルに対する一般的な需要と同じ傾向
を示しています。

アウトソーシング、オフショアともに縮小の兆し

先行き不透明感の高まりを背景に「柔軟性の向上」を目的とした
アウトソーシングが増加

グラフ51：今後1年間でアウトソーシングやオフショアへの投資はどのように
変わると思いますか？ （2005～2017年）

グラフ52：アウトソーシングを選択する主な理由を2つ挙げてください。
（2016年／2017年）

Year 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
Outsourcing to Increase 45% 48% 53% 53% 33% 36% 45% 45% 43% 49% 46% 50%
Offshoring to Increase 31% 43% 49% 41% 28% 31% 50% 45% 44% 34% 41% 44%
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50%

45%

44%

34%

41%
44%

40%

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

アウトソーシングを拡大 オフショアを拡大
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先進的な取組みへの注力

柔軟なリソース活用の実現

コスト削減

社内調達できないスキルの確保

コアビジネスに集中するための
社内リソースの確保

2017年

2016年



1. CIO調査全体の結果

44
HARVEY NASH／KPMG 2017年度CIO調査 © 2017 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network 

of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.

IT業務のアウトソーシングやオフショアを1つ
でも利用している企業において最もアウト
ソーシングしたい業務として、ソフトウェア開
発、アプリケーション保守、データセンター業
務が今年も上位を占めました。アウトソーシン
グやオフショアを積極的に活用している回答
者の3分の1弱（32%）がサービスデスク／ヘ
ルプデスク業務を優先分野として挙げ、シス
テムインテグレーションプロジェクトをアウト
ソーシングしていると回答したのは10人中3人

（29%）でした。

今年、業種別のアウトソーシング状況を調査
したところ、意外にも上位の座を占めたのは
製薬業でした。この業種は大企業が多く、自社
で業務をまかなうだけの規模を備えています
が、多くのコアビジネス部門（臨床試験部門な
ど）が幅広くアウトソーシングしており、これが
業界の通例ともなっています。アウトソーシン
グが最も盛んに行われているのはソフトウェ
ア・アプリケーションの開発で、多くの企業で
アジャイル型の小規模開発を海外企業にオフ
ショアしていることが明らかになりました。

ソフトウェア開発とデータセンターがアウトソーシングの上位
2つに

現在アウトソーシングを実施しているとの回答が50%を割ったの
は教育のみ

グラフ 53：どの業務をアウトソーシングまたはオフショアしていますか？

グラフ54：現在アウトソーシングまたはオフショアを実施していますか？
（業種別の「はい」と答えた回答者の割合）
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データセンター

ソフトウェア・アプリケーション保守
ソフトウェア・アプリケーション開発

39%

50%

53%

57%

58%

59%

59%

61%

61%

62%

63%

65%

66%

67%

71%

71%

71%

72%

82%

教育

ヘルスケア

建設

慈善事業／非営利団体

レジャー

専門サービス

テクノロジー

エネルギー

政府機関

公益事業

グローバル全体平均

製造

広告

放送／メディア

金融サービス

運輸

小売

通信

製薬



1. CIO調査全体の結果

HARVEY NASH / KPMG CIO SURVEY 2017
45

HARVEY NASH／KPMG 2017年度CIO調査 © 2017 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network 
of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.

CIOの在職期間
ITリーダーの過半数（58%）が、現職に留まるの
は5年以下だろうと回答しています。意欲的なIT
リーダーにとって在職期間の短さは継続的な
懸念事項であり、もっと長く現職に留まりたいと
考えていることが明らかになりました。私たちの
経験と外部の調査結果から言えるのは、在職期
間を延ばしたいのであれば、ステークホルダー
との関係性と自らが手掛ける主要プロジェク
トの成果に注力することが何よりも重要だとい
うことです。また、安定した信頼性の高いサービ
ス提供を維持することも重要です。基本的なIT
サービスが不安定な状況下では経営層から戦
略を相談されることはないでしょう。

現職に5年以上留まりたいと答えた ITリー
ダーの割合は、2015年から2017年の間に21%
から28%に増加しました。これは、自身の役割
に対する重要性の高まりが、仕事に対する満
足度の向上につながっていることが背景にあ
るものと推察されます。

ITリーダーの在職期間は5年以下が最多

5年以上現職に留まりたいと考えるITリーダーの割合が
増加傾向

グラフ55：現職に就いて何年になりますか？ （2015～2017年）

グラフ56：この先どの程度の期間、現職に留まりたいと考えていますか？
（2015～2017年）

1.5 CIOのキャリア
2015 2016 2017

More than 10 years 19% 21% 23% 1
5 - 10 years 22% 20% 19% 2
2 - 5 years 29% 28% 26% 3
1 - 2 years 17% 16% 17% 4
Less than 1 year 12% 15% 15% 5
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1年未満

2017年

2016年

2015年

2015 2016 2017
More than 10 years 9% 10% 11% 5
5 - 10 years 12% 14% 17% 4
2 - 5 years 31% 32% 31% 3
1 - 2 years 24% 22% 20% 2
Less than 1 year 24% 22% 21% 1

11%

17%

31%

20%
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14%
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従来のCIO職はすでに絶滅し
ており、今やコモディティ化し
たインフラ、アプリケーション
と、差別化されたPaaSが多く
の業界にとって支柱となってい
ます。今日CIOに求められるの
は、収益力に直接貢献し、最も
確実でコスト効率の高いやり
方で、なおかつ、できるだけ短
い開発期間でビジネス戦略を
ソリューションに結び付けるこ
とのできるリーダーになること
です。優れた実行力は、いつの
時代も有能なCIOの指標とな
ります。

電力に匹敵する信頼性を持ち、柔
軟で透明性の高いテクノロジー
の出現により、CIOの役割はその
形を変えていくでしょう。少なくと
もブランド企業にとってITの核と
なるのは、もはやワイヤやボック
スやスピードではなく、オンデマ
ンド機能です。そしてこの機能こ
そが競争優位を強化していくと
思います。最終的にCIOは今より
ずっと少人数のチームを率い、
実際のビジネスのスピードに合
わせて関連サービスを展開し、
管理するようになるでしょう。

2030年には「ビジネス」と「テクノ
ロジー」が実質的に一体化してい
ると思います。ちょうどこの数十年
の間に多くの面で「テクノロジー」
が「生活」に溶け込んできたよう
に。CIOという役職はまだ存在して
いると思いますが、その数はずっと
減少し、今よりゆったりした環境で
仕事をするようになっているか、旧
式のテクノロジーを廃止する際に
出番が来る程度になっているかで
しょう。一方でCIO経験者には、そ
の応用可能なスキルを利用して真
のビジネスリーダーになる大きな
チャンスが開かれると思います。私
はそのときを心待ちにしています。

2030年にはCIOは絶滅しているでしょうか？

Triona O’Keeffe氏
ダイレクトライン
グループ
CIO
イギリス

Robyn Randell氏
バーバリーアジア
リミテッド
IT担当
バイスプレジデント
香港

Yuri Aguiar氏
オグルヴィアンドメイザー
ワールドワイド
イノベーション・トランス
フォーメーション担当
グローバルディレクター
アメリカ



1. CIO調査全体の結果

46
HARVEY NASH／KPMG 2017年度CIO調査 © 2017 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network 

of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.

CIOのキャリア形成
大規模組織に属するITリーダーの間には転職
志向が強く見られ、10人中3人近く（28%）が1
年以内の転職を計画しています。小規模組織
の方が転職率は高そうに思えますが、実際に
は転職を考えているリーダーは小規模組織で
20%、中規模組織で21%にとどまっています。

転職を考える時期については業種によって違
いが見られます。たとえば、非営利団体のIT
リーダーの3分の1以上（34%）は今年中の転
職を視野に入れており、その割合は対前年比
で実に36%も増加しています。建設／エンジニ
アリングのITリーダーにおいても4人に1人が
2017年中の転職を考えており、その割合は昨
年比44%増となっています。一方、転職希望者
が最も減少したのは製薬業界で、今年中の転
職を予定しているITリーダーはわずか11%に
過ぎず、昨年から50%も減少しています。

転職志向は大規模組織が小中規模組織を上回る

グラフ57：この先どの程度の期間現職に留まりたいと考えていますか？
（IT予算規模別の「1年未満」と答えた回答者の割合）

2017年中に転職を希望する割合は非営利団体がトップに

グラフ58：この先どの程度の期間、現職に留まりたいと考えていますか？
（2016年と2017年で業種別の「1年未満」と答えた回答者の割合）

今年の調査では、一部業種の区分を変更したことから、前年との比較ができない業
種が含まれます。
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圧倒的多数のITリーダーが引き続き仕事に満足していると回答 

戦略的影響力を持つITリーダーは今年もトップの満足度を維持

グラフ59：現在の仕事にどの程度満足していますか？ （2015～2017年）

グラフ60：現在の仕事にどの程度満足していますか？
（2015～2017年で組織規模別／直属者別／経営会議メンバーの「非常に

満足している」と答えた回答者の割合）

CIOの仕事に対する満足度
ITリーダーの多くは自らの仕事に充実感を覚
えているようで、仕事に「非常に満足している」
と回答したITリーダーの割合は過去3年間で
最高に達し、2015年から18%上昇しています。
この間、「概ね満足している」から「非常に満足
している」に変更した回答者が着実に増加し
ていることがわかります。苦労や心労がある中
でもキャリア環境は改善していると言えそう
です。

仕事に対する満足度が最も高かったのは経営
会議に名を連ねているITリーダーで、その44%
が2年連続で「非常に満足している」と回答して
います。CEOに直属するITリーダーも高い満足
度を示していますが、過去3年間で最も急速に
満足度が向上しているのはCFOに直属するIT
リーダーで、12%上昇しています。また、大規模
組織よりも小規模組織のITリーダーの方が高
い満足度を示す傾向が見られます。

2015 2016 2017
Not at all fulfilling 4% 3% 4% 4
Not very fulfilling 17% 13% 14% 3
Quite fulfilling 47% 47% 43% 2
Very fulfilling 33% 37% 39% 1
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2015 2016 2017
Ex. Co Member 42% 44% 44% 7
CEO Report 41% 42% 42% 6
CFO Report 34% 36% 38% 5
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Global Av. 33% 37% 39% 3
Smaller 29% 38% 39% 2
Larger 29% 31% 35% 1
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エネルギー業界のITリーダーが最高の満足度を記録。一方、
非営利団体のCIOの満足度は12%低下

今年の調査で、仕事に「非常に満足」と「概ね
満足」という回答を合わせると（グラフ61）、大
半の業種においてITリーダーの満足度にわず
かながら低下傾向が見られたにもかかわらず、

「非常に満足している」という回答が増えてい
ることは意外でした。CIOの在職期間が比較的
短いこと、高度に複雑化した革新的デジタルプ
ロジェクトの実施責任を負っていること、そし
てITに精通しデジタルを得意とする部下たち
の士気を高く保たなくてはならないことを考え
ると、ITリーダーとしての仕事を成功させるこ
とはこれまでにも増して難しくなっています。こ
のような状況下にあっても「非常に満足してい
る」と回答したITリーダーたちは、意気揚々と
仕事をこなし、自部門が戦略的変革の原動力
となって全社的な影響力を高めていくことに
充実感を覚えているように見えます。

転職先の検討に向けたITリーダーの活動はや
や鈍化傾向にあり、積極的に求職・応募してい
るという回答の割合は昨年から10%減少しま
した。一方、「ヘッドハンターからの連絡に対応
する」と答えた割合は6%増加しています。
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グラフ62：現在どの程度積極的に求職活動をしていますか？
（2015～2017年）

グラフ61：現在の仕事にどの程度満足していますか？ （業種別の「非常に満
足している」と「概ね満足している」と答えた回答者の割合）
今年の調査では、一部業種の区分を変更したことから、前年との比較ができない業種
が含まれます。

2015 2016 2017
Would not consider any roles presented 11% 15% 16% 4
Keeping an eye on the market 30% 31% 30% 3
Would take call from head hunter 38% 34% 36% 2
Actively seeking & applying 22% 20% 18% 1

11%

30%

38%

22%

15%

31%

34%

20%

16%

30%

36%

18%

いかなるポストのオファーも
検討しない

マーケットの動きを注視している

ヘッドハンターからの連絡に
対応する

積極的に求職・応募している

2017年

2016年

2015年

ITリーダーの半数以上が転職を検討しているか、積極的に転職先
を探している 
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3分の1が昇給、10人中6人は現状維持

昇給の割合が最も低かったのは政府機関。小売業とレジャーが上
位を占める

グラフ63：前年と比べて基本給に変化はありましたか？
（2015～2017年）

グラフ64：前年と比べて基本給に変化はありましたか？
（2016年と2017年で業種別の「昇給した」と答えた回答者の割合）

今年の調査では、一部業種の区分を変更したことから、前年との比較ができない業種
が含まれます。

給与 
ここ数年の傾向を引き継ぎ、昨年昇給したIT
リーダーの割合は3分の1（33%）にとどまり、
過半数（62%）が給与は「変わらない」と回答し
ています。また、減給したという回答も微増し
ています。

昇給したという回答が特に多かった業種はレ
ジャーと小売でした。また、エネルギーも昇給
面では上位に食い込んでおり、10人中3人が昇
給したと回答しています。これは対前年比38%
増であり、全業種の中で最も高い伸び率となっ
ています。エネルギー業界では仕事に対する満
足度が上昇していることを前述しましたが、お
そらく昇給も理由の1つになっていると推察さ
れます。これに対し、広告業界では、「昇給した」
と答えた割合が大幅に減少しました。もっとも、
この業種は昨年過去最高水準の伸び率を記録
した後の減少です。こうした状況にもかかわら
ず、ITリーダーの10人に3人以上は2017年も引
き続き給与の大幅アップを期待しています。

2015 2016 2017
Decreased 3% 3% 5% 3
Stayed the same 62% 57% 62% 2
Increased 31% 34% 33% 1

3%

62%

31%

3%

57%

34%

5%

62%

33%

減給された

変わらない

昇給した

2017年

2016年

2015年

41% 36%
36% 36%
33% 36%
37% 34%
50% 33%
35% 33%
34% 33%
31% 32%
29% 31%
21% 29%
30% 28%
32% 25%

25%
27% 20%

35%

36%

33%

37%

50%

35%

34%

31%

29%

21%

30%

32%

27%

48%

41%

38%

36%

36%

36%

34%

33%

33%

33%

32%

31%

29%

28%

25%

25%

20%

レジャー

小売

専門サービス

テクノロジー

建設／
エンジニアリング

製造

金融サービス

広告

製薬

グローバル全体平均

ヘルスケア

放送／メディア

エネルギー

教育

慈善事業／非営利団体

通信

政府機関

2017年

2016年
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大規模組織が必ずしも大幅な昇給が約束され
ているわけではありません。現に今年は「昇給
した」と答えた割合は中小規模組織と比べて
大規模組織の方が低い結果となりました。た
だし、小規模組織の場合も昨年の昇給者の割
合は前年を下回り、中規模組織でも昇給者の
割合は微増にとどまっています。大規模組織で
はさらに厳しい状況で、昨年の昇給者の割合
は12%減となっています。

CEO直属のITリーダーの方がCFO直属のIT
リーダーよりも過去2年間に昇給した割合が
高くなっています。また経営会議に参加してい
るITリーダーのうち昇給したと答えた割合は
35%で、今年も平均を上回りました。さらに現
職に就いて5年未満のITリーダーの方が、在職
期間が5年を超えるITリーダーよりも昇給者の
割合が高くなっています。また、昇給したと答え
た中では女性が男性を上回っており、給与の
男女間格差という長年の問題にメスが入ろう
としているのでしょうか。

!"#$%&'()#*(++#",-.#/012!"#$%&'()#/012#)3#/4012!"#$%&'()#536(#",-.#/4012

2016 35% 33% 32%
2017 33% 35% 28%

35%

33%

32%

33%

35%

28%

IT予算 5千万ドル未満

IT予算5千万ドル～
2億5千万ドル

IT予算2億5千万ドル超

2017年

2016年

グラフ 65：前年と比べて基本給に変化はありましたか？
（2016年と2017年でIT予算規模別の「昇給した」と答えた回答者の割合）

グラフ66：前年と比べて基本給に変化はありましたか？
（2016年と2017年で男女別／在職期間別／直属者別の「昇給した」と答
えた回答者の割合）

引き続き小規模組織の方が昇給する傾向がある 

昇給者の割合は女性、在職5年未満、CEOに直属する
ITリーダーが上位に

!"#$%&'()* !+#$%&'()* ",&-$.(/)0$1&23&) 45$%(6&$789): 45$%(6&$89):; +&2/6& 1/6&$

2016 36% 28% 39% 36% 30% 33% 34%
2017 36% 32% 35% 35% 31% 42% 32%

36%

28%

39%

36%

30%

33%

34%

36%

32%

35%

35%

31%

42%

32%

CEO直属

CFO直属

経営会議メンバー

在職5年未満

在職5年以上

女性

男性

2017年

2016年



1. CIO調査全体の結果

HARVEY NASH / KPMG CIO SURVEY 2017
51

HARVEY NASH／KPMG 2017年度CIO調査 © 2017 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network 
of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.

37% 33%
24% 35%
76% 66%
62% 68%
72% 70%
67% 70%
82% 73%
90% 75%
77% 75%

76%
84% 78%
77% 80%

81%
83% 82%
86% 84%
81% 84%

31%

37%

24%

62%

72%

67%

82%

90%

84%

77%

83%

86%

81%

32%

33%

35%

66%

68%

70%

70%

73%

75%

75%

76%

78%

80%

81%

82%

84%

84%

慈善事業／非営利団体

教育

政府機関

テクノロジー

ヘルスケア

グローバル全体平均

専門サービス

エネルギー

製薬

小売

レジャー

金融サービス

放送／メディア

通信

建設／
エンジニアリング

広告

製造

2017年

2016年

グラフ67：過去1年間に受け取ったボーナスは年間基本給の何％ぐらいです
か？ （2015～2017年）

前年ボーナスの支給を受けなかったITリーダーは7%増加ボーナスと福利厚生
ITリーダーのボーナスはここ数年の傾向を引
き継いだ結果となっています。「支給なし」とい
う回答は、微増しているものの、おおよそ10人
中3人程度の水準で推移しています。変化が最
も大きかったのは、これまでは年間基本給の
20%相当のボーナスを受け取っていた回答者
です。このグループの割合は前年から20%減少
していますが、その理由はボーナス率が上がっ
たからではなく、20%未満または支給なしのカ
テゴリーへの移行によるものが大半を占めて
いるものと考えられます。

政府機関、非営利団体、教育は例外として、IT
リーダーのほとんどは年棒の一部としてボー
ナスの支給を受けています。ただし、ボーナス
を受け取っている回答者の割合は多くの業種
で昨年を下回っています。特に製薬業界（17%
減）と金融サービス業（7%減）にその傾向が見
られます。

製薬業界と金融サービス業でボーナス支給を受けたITリーダー
の数が減少

グラフ68：過去1年間にボーナスを受け取りましたか？ （2016年／2017年）
今年の調査では、一部業種の区分を変更したことから、前年との比較ができない業
種が含まれます。

2015 2016 2017
No bonus 28% 28% 30%
Less than 10% 12% 12% 13%
10% 15% 13% 12%
20% 19% 20% 16%
30% 11% 11% 11%
40% 6% 6% 5%
50% 3% 4% 4%
60%-100% 6% 3% 5%
More than 100% 2% 2% 3%

28%

12%

15%

19%

11%

6%

3%

6%

2%

28%

12%

13%

20%

11%

6%

4%

3%

2%

30%

13%

12%

16%

11%

5%

4%

5%

3%

ボーナスの
支給なし

10%未満

10%

20%

30%

40%

50%

60～100%

100%以上

2017年

2016年

2015年
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基本給以外の車両補助や短期・長期のインセ
ンティブプラン（LTIP）、持ち株制度などの各
種手当がITリーダーの報酬を大幅アップさせ
る傾向が今年も見られました。追加の手当を
まったく受け取っていないという回答は10人
中3人未満（28%）で、前年から横ばいで推移し
ています。今年の調査でも年間基本給の10～
30%の手当を受け取っているという回答が過
半数を占めました。大型手当（年間基本給の
100%超）を受け取っているという回答の割合
も例年とさほど変化がありませんでした（今年
はITリーダー全体の6%）。

グラフ69：車両補助、LTIP、持ち株も含め、年間基本給の何%に相当する手
当を受け取りましたか？ （2015～2017年）

過半数の回答者が手当は年間基本給の10～30%に相当すると
回答

Estimated value on benefits in relation to annual base salary 2015 2016 2017
0% 28% 27% 28%
10% 31% 33% 32%
20% 16% 18% 17%
30% 10% 10% 9%
40% 4% 2% 3%
50% 4% 4% 4%
75% 2% 1% 2%
100% 2% 1% 3%
150% 1% 1% 1%
>200% 2% 1% 2%

31%

16%

10%

4%

4%

2%

2%

1%

2%

27%

33%

18%

10%

2%

4%

1%

1%

1%

1%

28%

28%

32%

17%

9%

3%

4%

2%

3%

1%

2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

75%

100%

150%

200%以上

2017年

2016年

2015年
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MIT CISRではデジタル技術の活用により企業が変革を遂げる
過程を研究する中で、業界再編が進んでいることに着目しはじ
めています。エコノミストの間では、「合併」と「テクノロジー」が
業界再編の鍵となり、3分の2の業種における企業競争を急速
に収束に向かわせているという見方が広がりつつあります。デ
ジタル時代において自社変革に努める企業では、従来とは異な
るビジネスモデルの導入を目指す傾向が見られますが、この場
合、短期間でビジネスチャンスを創出するようなビジネスに投
資を行う必要があります。なぜなら、変革志向の企業には、先行
者利益を手にする大きなチャンスが開かれているからです。本稿
ではデジタルエコノミーの4つのビジネスモデルを紹介した上
で、Harvey Nash／KPMG 2017年度CIO調査のデータを基にビ
ジネスモデルの現在の分布状況について解説し（さらに2013年
の状況と比較し）、それぞれのビジネスモデルを成功させるため
に何が必要かを考察します。

次世代型企業のオプション
デジタル化が次世代型企業に与える影響を理解するために、私
たちはシニアエグゼクティブ144名に話を聞き、デジタル主導型
のブレークスループロジェクトの中で最も重要なものについて
語ってもらいました。この結果明らかになったのは、リーダーた
ちは次世代型企業をデザインする段階で2つの観点で選択を迫
られていたということです。1つはビジネスデザインで、もう1つ
は顧客に対する理解度です（図1参照）。

縦横2軸からなるこの図の横軸はビジネスデザインを表してお
り、バリューチェーンモデルとエコシステムモデルの2つのオプ
ションがあります。バリューチェーンモデルは1980年代に米国
の経営学者のMichael Porter氏が広めたもので、Walmart社、
Procter & Gamble（P&G）社、Exxon Mobil社や大多数の銀行、
小売業等がそのビジネスモデルで成功しています。一方でデジ
タル化に伴い、私たちがデジタルビジネスエコシステムと呼ぶ
別種のモデルの実現が可能になりつつあります。

再編が進むデジタルエコシステムのビジネスモデル：
行動するのは今

世界有数のIT調査機関であるマサチューセッツ工科大学情報システム研究センター（MIT CISR）
の協力のもと、さらに踏み込んだ分析を行うため、Harvey Nash／KPMG CIO調査に協力いただ
いた600名以上の回答者に、企業名も含む、追加の質問に回答いただきました。

図 1. 次世代型企業のオプション

エコシステムバリューチェーン

ビジネスデザイン
ブランド、契約、価格、品質、参加者、知的財産およびデータ所有権、

規制などの重要事項を誰が決定するか
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P. Weill & S. L. Woerner, 「進展するデジタルエコシステムで成功するには」 MIT スローンマネジメントレビュー, 2015年夏号, Vol. 56, No. 4, pp. 27-34, 2015年6月16日.
P. Weill & S. L. Woerner, 『次世代型企業：デジタルエコノミーへの転換』ハーバードビジネススクールプレス, 2017年刊行予定.

サプライヤー型

オムニチャネル型
• 1to1の顧客管理
• 顧客のライフイベントに合わせて多様な商材を提供
• 顧客が購買チャネルを選択
• 統合されたバリューチェーン

• 自社分野で顧客の囲い込みを目指す
• 補完品やときにはライバル社の製品も扱う
• 高い顧客満足度を実現
• あらゆるルートから顧客データを収集
• 顧客ニーズと供給業者のマッチング
• プラットフォームの利用料を徴収

モジュールプロデューサー型

エコシステムドライバー型

Amazon社、Fidelity社、Aetna社銀行、小売、エネルギー

• 他企業を介して商材を販売
• 影響力低下の可能性
• コスト管理や段階的なイノベーションが重要

代理店販売の保険業、小売店を介する電子機器製造業、
ブローカーを介する投資信託業

• プラグアンドプレイ式の製品／サービス
• どのようなエコシステムにも適応可能
• 製品／サービスの絶え間ないイノベーション

PayPal社
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私たちが考えるデジタルビジネスエコシステムとは、企業、デバ
イス、顧客を巻き込んだ連携型ネットワークで、参加者すべてに
価値を創出するものです。ショッピング（Amazon社）、ヘルスケ
ア（Aetna社）、テクノロジー（Microsoft社）、インダストリアルイ
ンターネット（GE社）、資産管理（Fidelity社）など、多くの場合、
各分野を1社ずつが担い、エコシステムを推進して顧客を呼び
込んでいます。

縦軸は最終的な顧客（消費者や利用者）に対する理解度を表し
ます。顧客のことを深く理解していれば、魅力的なオファーを提
示し、顧客との関係性を強化することが可能になります。たとえ
ば皆さんは顧客の主なライフイベントをどの程度把握している
でしょうか。B2Cの顧客のライフイベントには、引っ越し、車の購
入、結婚、子どもの誕生、老後への備えなどがあります。B2Bの
顧客であれば、新店舗のオープニング、新製品の発売、大規模な
広告キャンペーンの展開などが挙げられます。

この2つの領域の組み合わせから導き出されるのが4つのビジ
ネスモデルです。どのビジネスモデルにもチャンスと課題があ
りますが、私たちはこの4つすべてが有望であると考えており、
現に多くの企業がこの中の複数のモデルから収益を上げてい
ます。

• サプライヤー型は、より有力な他企業のバリューチェーンの
中でビジネスを行うのが一般的であり、顧客については一部
を理解しているに過ぎません。サプライヤー型（顧客への直
販ではなく、小売店経由で商材を販売するため、顧客データ
を収集しない業者）の代表格がP&G社のような企業です。た
だしP&G社は、pampers.com等のB2C向けホームページや
センチメント分析、試行と学習の繰り返しを通じて、顧客に対
する理解を深め、顧客との関係性の強化に努めています。

• オムニチャネル型は、実店舗やオンライン通販等、複数のチャ
ネルを通して顧客に商材を届けます。顧客はチャネルから
チャネルへ途切れなく移動することができるため、満足度は
非常に高くなります。多くの銀行や通信会社、小売業者がこ
のモデルの導入に意欲的に取り組んでいます。

• モジュールプロデューサー型は、どのエコシステムにも対
応可能なプラグアンドプレイ式の製品やサービスを提供し
ます。生き残りのためにはコア業務の分野で常に最上級の
サービスを届けることが不可欠で、また成功するためには、
絶えず製品やサービスのイノベーションに努め、最高クラス
のオプションとして適正価格で提供できなくてはなりません。
モジュールプロデューサー型の良い例がPayPal社です。企業
であれ個人であれ、同社の支払いシステムは世界中ほぼす
べてのユーザーに対応可能です。

• エコシステムドライバー型は、それぞれの分野で一部の顧客
を丸ごと囲い込むことを目指しています。また、参加者がビジ
ネスを行うためのプラットフォームを提供しますが、こうした
プラットフォームには広く公開されているものもあれば（例：
Google）、限定的なものもあります（例：Apple）。さらに自社
のブランドを活かして参加者を引き付け、高い顧客満足度を
実現し、ワンストップショッピングによって、自社商材やその補
完品はもちろんのこと、ときには競合他社の商材さえも販売
します。それぞれのエコシステム内ではただ1社のエコシステ
ムドライバー企業がすべてのデータを把握し、そこから得ら
れた示唆を活かしてより一層顧客を引き付けることを目指し
ています。

図 2. ビジネスモデル別の企業数分布

エコシステムバリューチェーン

完
全

な
理

解
限

定
的

な
理

解

P. Weill & S. L. Woerner, 「進展するデジタルエコシステムで成功するには」 MIT スローンマネジメントレビュー, 2015年夏号, Vol. 56, No. 4, pp. 27-34, 2015年6月16日.
P. Weill & S. L. Woerner, 『次世代型企業：デジタルエコノミーへの転換』ハーバードビジネススクールプレス, 2017年刊行予定.

オムニチャネル型 エコシステムドライバー型

サプライヤー型 モジュールプロデューサー型

21% 37% 20% 9%

42% 46% 18% 8%

ブランド、契約、価格、品質、参加者、知的財産およびデータ所有権、
規制などの重要事項を誰が決定するか

ビジネスデザイン

顧
客
に
対
す
る
理
解
度

顧
客

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

、
自

社
お

よ
び

他
社

で
の

購
入

履
歴

、
顧

客
の

購
買

目
的

等
に

対
す

る
自

社
の

理
解

度
は

ど
の

程
度

か

2013年

2017年



55
HARVEY NASH／KPMG 2017年度CIO調査 © 2017 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network 

of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.

競争環境の変化
2013年に各企業における主要ビジネスモデルを4つのビジネ
スモデルに分類し、分布状況を調査しました（収益源と顧客理
解の深さを基に分類）。結果は、サプライヤー型が42%、オムニ
チャネル型が21%、モジュールプロデューサー型が18%、エコ
システムドライバー型が20%というものでした（図2参照）。銀
行、旅行、ショッピング、エンターテインメント等の分野では、顧
客は数多くの企業の中からお気に入りの1社を選択しています。
これらエコシステムドライバー型の半数以上が前例のないビジ
ネスインパクトの創造を目指す小企業で、その多くはベンチャー
企業でした。 

この5年間、私たちはエコシステムドライバー型とモジュールプ
ロデューサー型の再編を目の当たりにしてきました。成功した
企業が急速な成長を遂げる一方で、敗者となった企業はその多
くが姿を消すか、吸収されることで自然淘汰が進んでいったの
です。この2つのエコシステムビジネスモデルはいずれも、優れ
たプラットフォームを持つかどうかが成否の鍵を握るのですが、
エコシステムドライバー型は9%、モジュールプロデューサー型
は8%へと、それぞれ減少しています。それ以外の企業は顧客に
対する理解を深めることに注力しており、オムニチャネル型の企
業数は21%から37%に増加し、サプライヤー型は46%へと微増
しています。

顧客は商品やサービスの分野ごとに、ごく一握りのエコシステ
ムドライバー企業を選択し、モバイルデバイス経由で購入する
ようになっています。この状況が、エコシステムドライバー型の
企業の市場優位性をさらに高める結果につながっています。
こうした業界再編の一例が、Amazon社の台頭です。Amazon

社は昨年のオンライン小売売上高全体の43%を占めており、
Amazonプライム会員はアメリカの全消費者の20%にのぼりま
す1。さらに、商品を検索する場合、アメリカの消費者の55%が
まずはAmazonにアクセスしていることが明らかになっていま
す2。また、Amazon Dash Buttonは、家の中の好きな場所に設
置でき、商品がなくなったら、オンラインサイトに接続しなくても
ワンクリックで注文することができます。Amazon社の音声認識
サービスAlexaでは音声によって、天気予報、音楽のストリーミ
ング配信のリクエスト、商品の注文に対応してくれます。しかも
それは始まりに過ぎません。Amazonは実店舗の実験的運営に
も着手しており、そのためのテクノロジーを完成させつつありま
す。Amazon Goストアでは、顧客は専用アプリを用いて入店し、
食料品を選び、わざわざレジに並ぶことなく代金を電子決済す
ることができるのです。 

各ビジネスモデルに求められるケイパビリティ
現在起きている現象は、少数の有力企業による顧客の囲い込
みだけではありません。エコシステムドライバー型として成功を
収めることは容易ではなく、世界に通用するケイパビリティを数
多く備えることが必要になります。私たちは今年の調査の結果
を分析し、ビジネスモデルごとにどのようなケイパビリティが必
要とされるのかを検証しました（図3参照）。まず、他企業を介し
て商材を販売するサプライヤー型は、商品検索が簡単にできて
しまうオンライン環境下では、コストを管理し価格に反映するケ
イパビリティに長けていなければなりません。コスト削減の鍵を
握るのはロボティクスとオートメーションです。

* p<0.1を有意水準とする。その他の項目は p<0.05を有意水準とする。

サプライヤー型 オムニチャネル型 モジュール
プロデューサー型

エコシステム
ドライバー型

イノベーションの促進

ガバナンスの整理

最適なプラットフォームの選択と整備*

リスクとセキュリティの管理

データアナリティクスの有効活用

パートナーシップの強化*

コアビジネスに新たなデジタルソリューションを統合

ビジネス戦略の変革と推進のためのデジタル活用

試行と学習の繰り返し (方針転換の速やかな決断を含む)*

Platform as a Service (PaaS)への投資

ロボティックオートメーションへの投資

図 3．各ビジネスモデルに求められるケイパビリティ

1. www.businessinsider.com/amazon-accounts-for-43-of-us-online-retail-sales-2017-2
2. https://www.bloomberg.com/news/articles/2016-09-27/more-than-50-of-shoppers-turn-first-to-amazon-in-product-search
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オムニチャネル型の場合は、絶えず顧客への理解を深め、絶え
ず顧客を引き付けるとともに、新たな製品やサービスを次々と
投入して顧客との関係性を維持することが必要になります。デ
ジタル化社会において顧客への理解を深めるためには、A／B
テストをはじめとする試行と学習の繰り返しを通じて最良の施
策を見極めることが鍵を握ります。また、プラットフォームを整備
して、顧客がどのチャネルでも簡単に利用できるようにしたり、
一度の取引で複数のチャネルを行き来できるようにしたりする
ことも重要です。顧客との関係性と評判を維持するためには、
簡単にチャネル統合ができる新たなデジタルソリューションが
重要な役割を果たします。

モジュールプロデューサー型が成功するためには、どの企業の
プラットフォームにもプラグインできる必要があり、新たなビジ
ネスチャンス開拓のためには、パートナーシップの強化、特にデ
ジタル面でのパートナーシップの構築に注力することが最も重
要です。たとえば、使いやすくアクセスが容易なAPIを提供するこ
とは、パートナーシップの構築を成功させるための重要な要素
となります。また、モジュールプロデューサー型が陳腐化するこ
となく常に先進性を保つためには、絶えずイノベーションを推進
し、機能向上に努める必要があります。そして、どのような製品
やサービスが多くの顧客を獲得することに寄与するのかを模索
するための試行と学習を繰り返すことが欠かせません。

エコシステムドライバー型になるためには、モジュールプロ
デューサー型とオムニチャネル型に求められるほぼすべてのケ
イパビリティに加え、プラスアルファの要素が必要となります。
業界再編がこれほど速いペースで進んでいる理由もここにあ
るのかもしれません。中でも、顧客を引き付け、パートナーやサ
プライヤーにここでビジネスをしたいと思わせるようなプラット
フォームを構築することが最も重要です。Platform as a Service

（PaaS）は一企業がエコシステムドライバー型としてやっていく
ための1つの方法ではありますが、これだけでは不十分です。エ
コシステムドライバー型は大量の顧客データを保有し、それら

のデータを保護できなくてはなりません。また、その戦略と成功
の鍵を握るのはデジタル対応力であり、絶えずイノベーションを
推進し、顧客やパートナーとの関係性を強化することも必要で
す。また、エコシステムドライバー型のモデルは変動要素が数多
くあることから、プラットフォームを細分化することなく継続的に
向上させていくための強固なデジタルガバナンスモデルも極め
て重要になります。

これらの重要なケイパビリティを創出し、活用していく上で重要
な役割を果たすのがCIOです。今年の調査結果からは、企業が
どのモデルを採用しているかに関わらず、CIOが戦略的役割を
担いつつあることが明らかになっています。優秀なCIOは他の
幹部との関係構築に努め、経営会議での発言力を強めており、
自社にとって最適なモデルを選択する際、特にどのモデルが現
実的かという判断を下す際に影響力を発揮することが多くなっ
ています。どのモデルを選択する場合でもCIOは定期的に（3～
6ヵ月ごとに）経営幹部と会合を持ち、戦略（どのモデルを採用
するか）、報告（進捗状況）、防御策（サイバー、プライバシー、コ
ンプライアンス）などに焦点を当てて意見交換を行っています。

本稿で述べたトレンドがこれからも続くならば、顧客は生活の
分野ごと（ヘルスケア、教育、エンターテインメント等）にお気に
入りの企業1社を選択するようになるでしょう。そして一握りのエ
コシステムドライバー型の企業が影響力を強め、顧客とサービ
スプロバイダーを効果的に仲介するようになり、その過程にお
いてテクノロジー主導型の再編が進んでいくものと思われます。
これまでの再編は先行者利益による部分が大きかったと私たち
は考えています。こうした状況下、いかに他社と競争していくの
か、自社は現在どのモデルに当てはまり、別のモデルへ移行す
るためには、どのようなケイパビリティの開発に着手すべきなの
か。CIOは自社の経営陣との間でこうした根本的な問いに関す
る議論を主導していかなければなりません。そしてそれは早け
れば早いほど良いのです。
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成長志向 不透明感の経験

IT予算が増加したCIOの割合 政治、ビジネス、経済環境の不透明感が
増したと感じているCIOの割合

1 フランス 72%
2 コロンビア 68%
3 オーストリア 62%
4 ベネズエラ 59%
5 デンマーク 54%
6 ベトナム 51%
7 アイルランド 51%
8 カナダ 51%
9 メキシコ 48%

10 イギリス 48%
11 ドイツ 48%
12 アメリカ 47%
13 パナマ 47%
14 グローバル全体平均 46%
15 香港 42%
16 中国 39%
17 ポルトガル 39%
18 オランダ 39%
19 ベルギー 38%
20 オーストラリア 38%
21 イタリア 37%
22 ポーランド 37%
23 インド 36%
24 スウェーデン 35%
25 スイス 32%
26 バルバドス 32%
27 ブラジル 28%
28 日本 27%

1 ベネズエラ 97%
2 パナマ 95%
3 メキシコ 94%
4 ポルトガル 93%
5 インド 93%
6 ブラジル 87%
7 イタリア 80%
8 中国 78%
9 ベトナム 76%

10 コロンビア 75%
11 バルバドス 73%
12 フランス 72%
13 香港 69%
14 カナダ 66%
15 スイス 66%
16 ドイツ 63%
17 日本 63%
18 ベルギー 63%
19 グローバル全体平均 63%
20 オランダ 63%
21 オーストラリア 62%
22 スウェーデン 62%
23 ポーランド 61%
24 アメリカ 59%
25 イギリス 58%
26 アイルランド 57%
27 デンマーク 52%
28 オーストリア 48%

地域・国別比較一覧表
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アウトソーシングの重要性 サイバー攻撃が最も少ない地域

アウトソーシングへの投資を増やす予定の
CIOの割合

過去2年間に重大なセキュリティインシデントに
直面したCIOの割合

1 オーストリア 80%
2 フランス 79%
3 コロンビア 71%
4 ベトナム 67%
5 カナダ 62%
6 ポルトガル 60%
7 ベネズエラ 60%
8 スイス 58%
9 アイルランド 57%

10 中国 56%
11 日本 55%
12 ベルギー 53%
13 デンマーク 52%
14 パナマ 52%
15 グローバル全体平均 48%
16 オランダ 48%
17 香港 48%
18 メキシコ 48%
19 スウェーデン 47%
20 ブラジル 46%
21 ポーランド 46%
22 アメリカ 45%
23 イギリス 44%
24 ドイツ 44%
25 オーストラリア 43%
26 インド 38%
27 イタリア 30%
28 バルバドス 25%

1 インド 18%
2 パナマ 21%
3 ベネズエラ 21%
4 バルバドス 25%
5 中国 25%
6 ブラジル 25%
7 アメリカ 27%
8 コロンビア 27%
9 アイルランド 29%

10 香港 30%
11 オーストラリア 31%
12 グローバル全体平均 32%
13 フランス 32%
14 ポルトガル 32%
15 ポーランド 32%
16 イタリア 33%
17 イギリス 33%
18 スウェーデン 34%
19 ドイツ 37%
20 カナダ 37%
21 メキシコ 40%
22 ベルギー 42%
23 デンマーク 42%
24 ベトナム 45%
25 オーストリア 45%
26 オランダ 51%
27 スイス 54%
28 日本 55%
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Headcount
IT departments seem to be getting bigger. Hiring intent remains broadly positive and, in line with previous years, more 
than four in ten respondents (44 per cent) plan to increase their technology headcount in 2017, essentially unchanged 
since 2015. This continues the positive hiring progress that has continued for the past seven years.

TABLE: CIOs continue positive trend in technology recruitment intent
2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

Increase 41% 40% 41% 43% 44% 44% 44%
Decrease 16% 19% 19% 20% 17% 17% 16%
Stay the same 43% 41% 39% 37% 38% 39% 40%

Table 5.  2011‒2017: Over the next year how do you expect your IT/Technology headcount to change?

デジタルリーダシップの設置 オートメーション

チーフデジタルオフィサー（CDO）を設置している
組織の割合

現在デジタルレイバー、コグニティブオートメーション、
RPAに投資している組織の割合

1 香港 48%
2 イタリア 39%
3 フランス 38%
4 ポーランド 38%
5 ベネズエラ 38%
6 スウェーデン 37%
7 ベルギー 36%
8 メキシコ 35%
9 インド 33%

10 スイス 31%
11 日本 31%
12 アイルランド 29%
13 オーストラリア 28%
14 オランダ 27%
15 イギリス 27%
16 グローバル全体平均 25%
17 ドイツ 25%
18 デンマーク 23%
19 アメリカ 21%
20 オーストリア 21%
21 ポルトガル 20%
22 バルバドス 17%
23 コロンビア 16%
24 ベトナム 15%
25 中国 13%
26 カナダ 12%
27 パナマ 12%
28 ブラジル 7%

1 フランス 61%
2 オーストリア 59%
3 インド 55%
4 ベトナム 51%
5 デンマーク 50%
6 日本 48%
7 ポーランド 47%
8 ブラジル 47%
9 香港 46%

10 ポルトガル 46%
11 スイス 45%
12 オランダ 43%
13 オーストラリア 43%
14 ベルギー 42%
15 スウェーデン 38%
16 イタリア 37%
17 アイルランド 37%
18 メキシコ 35%
19 グローバル全体平均 34%
20 ドイツ 33%
21 コロンビア 32%
22 イギリス 30%
23 中国 30%
24 ベネズエラ 29%
25 アメリカ 29%
26 カナダ 28%
27 パナマ 14%
28 バルバドス 8%
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キャリアプランニング 昇給

過去1年間に転職したCIOの割合 過去1年間に昇給したCIOの割合

1 スウェーデン 23%
2 デンマーク 23%
3 イギリス 23%
4 ドイツ 18%
5 日本 16%
6 グローバル全体平均 15%
7 アメリカ 15%
8 オーストリア 14%
9 インド 14%

10 ベネズエラ 14%
11 ポルトガル 14%
12 アイルランド 13%
13 ポーランド 13%
14 オーストラリア 13%
15 フランス 12%
16 イタリア 11%
17 カナダ 10%
18 コロンビア 10%
19 中国 8%
20 ベルギー 8%
21 香港 8%
22 スイス 8%
23 バルバドス 7%
24 ベトナム 7%
25 オランダ 6%
26 ブラジル 4%
27 メキシコ 3%

1 中国 71%
2 ベトナム 68%
3 ポーランド 50%
4 ブラジル 49%
5 日本 44%
6 フランス 36%
7 ドイツ 36%
8 ポルトガル 36%
9 香港 35%

10 アイルランド 34%
11 イタリア 33%
12 アメリカ 33%
13 グローバル全体平均 33%
14 オーストラリア 32%
15 バルバドス 32%
16 ベルギー 32%
17 カナダ 32%
18 イギリス 30%
19 パナマ 29%
20 オーストリア 27%
21 メキシコ 27%
22 スウェーデン 24%
23 オランダ 18%
24 スイス 14%
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